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ま　　͑　　͕　　͖

　この「財政事情」は、県民のօさんに県財政の現況をおらせすることに
よって、県財政についてޚ理ղいただくとともに、県勢発展について、ޚ助
。協力を得るために毎年６月と12月に公表しているものですޚとݴ
　今回は、令和２年度当初予算を中心に令和元年度下半期の予算の執行状況
や公営企業会計の状況について、そのあらましをޚ説明します。
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第１　令和２年度当初予算の状況

１　当初予算のあらまし

 予算編成の背景

　令和元年度は、県民の安全・安心の最優先での確保や活力や賑わいの創出など、「住

んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現に向けた取組を積極的に展開した一年でした。

　また、厳しい財政状況を踏まえ、行財政改革推進会議を設置し、外部有識者から意見

を伺いながら、庁内一丸となって歳出歳入改革の検討を進め、令和元年10月に「行財政

改革行動計画」を策定し、持続可能な財政運営に向けて全力で取り組みました。

　一方、我が国経済全体を見ると、海外経済の減速等を背景に外需が弱いものの、雇用・

所得環境の改善等により、内需を中心に緩やかに回復しています。令和元年10月に実施

された消費税率の引上げに当たっては、経済の回復基調に影響を及ぼさないといった観

点から、軽減税率制度や臨時・特別の措置など各種の対応策が実施されました。

　今後についても、緩やかな回復が続くことが期待されていますが、消費税率引上げ後の

経済動向を引き続き注視するとともに、台風等の被害からの復旧・復興の取組を更に加速

し、あわせて米中貿易摩擦など海外発の下方リスクによる悪影響に備える必要があります。

　こうした状況の下、政府は、「15 ヶ月予算」の考え方で、災害からの復旧・復興と安全・

安心の確保、経済の下振れリスクを乗り越えようとする者への重点支援、未来への投資

と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上を柱とし策定

された「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」に基づき、予備費を含めた令和元年度

予算、令和元年度補正予算及び令和２年度の臨時・特別の措置を適切に組み合わせるこ

とにより、機動的かつ万全の対策を講じ、当面の需要喚起にとどまらず、民需主導の持

続的な経済成長の実現につなげていくこととされています。

　以上のような経済財政運営を前提として、主要経済指標は次のとおり見通されています。

区　　　　分 令 和 元 年 度 令和２年度
見通し当初見通し 実績見込み

経済成長率 名　　目 2.4％ 1.8％ 2.1％
実　　質 1.3％ 0.9％ 1.4％

企 業 物 価 上 昇 率 2.0％ 0.3％ 1.0％
消 費 者 物 価 上 昇 率 1.1％ 0.6％ 0.8％
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　令和２年度の国の予算は、「骨太方針2018」及び「骨太方針2019」に基づき、経済・

財政一体改革を着実に推進するとともに、引き続き、2025年度の財政健全化目標の達成

を目指し、「新経済・財政再生計画」で定める目安に沿って編成されました。

　令和２年度の一般会計予算の規模は102兆6,580億円で、前年度当初予算と比べると

１兆2,009億円の増加（1.2％増）となっています。

　一方、公債発行予定額は、前年度当初発行予定額と比して1,043億円減の32兆5,562億

円となっており、この結果、公債依存度は31.7％と前年度当初を0.5ポイント下回るもの

となっています。

　令和２年度の地方財政計画は、通常収支分について、極めて厳しい地方財政の現状等

を踏まえ、歳出面においては、人づくり革命の実現や地方創生の推進、防災・減災対策

等に対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障関係費の増加を適切に反

映した計上を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととしています。

また、歳入面においては、「骨太方針2018」で示された「新経済・財政再生計画」を踏

まえ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額につ

いて、令和元年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保すること

を基本として、引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営

上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じることとしています。

　この結果、令和２年度の地方財政計画（通常収支分）の規模は、90兆7,397億円（前

年度比１兆1,467億円増、1.3％増）となっています。

　歳入面では、地方税は40兆9,366億円で、前年度と比べて7,733億円増加（1.9％増）、地

方交付税は16兆5,882億円で、前年度と比べて4,073億円増加（2.5％増）となりました。

　これらのことから、一般財源総額は63兆4,318億円となり前年度に比べて7,246億円増

加（1.2％増）しましたが、歳入に占める一般財源（＝一般財源総額－特例地方債）の

割合は66.4％と前年度（66.4％）と同じとなっています。

　国庫支出金は15兆2,157億円となり、前年度に比べて4,983億円（3.4％）の増となって

います。

　地方債は、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための

措置を講じ、また、地方公共団体が防災・減災・国土強靭化のための緊急対策、公共施
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設等の適正管理及び地域の活性化への取組等を着実に推進できるよう、所要の地方債資

金を確保することとして策定された地方債計画の下、９兆2,783億円で、前年度と比べ

て1,499億円（1.6％）の減となっており、地方債依存度は10.2％と前年度と比べて0.3ポ

イントの減となっています。

　一方、歳出面では、一般行政経費は、40兆3,717億円で、前年度と比べて１兆9,520億

円増加（5.1％増）となり、一般行政経費に係る地方単独事業費は14兆7,510億円で、前

年度と比べて3,006億円（2.1％）の増となっています。

　公債費は11兆6,979億円で、前年度と比べて2,109億円（1.8％）の減となっています。

投資的経費は12兆7,614億円で、前年度と比べて2,539億円（2.0％）の減となり、投資的

経費に係る地方単独事業費は６兆1,137億円で、前年度と比べて61億円（0.1％）の増と

なっています。

▶地方財政計画

　国は、地方交付税法に基づいて、毎年度、地方公共団体の歳入歳出総額

の見込額に関する書類を作成し、国会に提出し、かつ、一般に公表するこ

とになっています。これが地方財政計画であり、都道府県と市町村の合計

額で作られています。内容は、歳入にあっては、地方税、地方交付税、国

庫支出金などの区分による見込額、歳出にあっては、おおむね性質別種類

ごとの見込額が、前年度と対比されたものとなっています。

　地方公共団体の財源不足額見込みは、この地方財政計画を基礎として行

われますので極めて重要な計画といえます。また、計画の策定方針と内容

は、県の行財政運営の指針としての役割も果たしています。

 予算編成

　令和２年度の当初予算は、県民の安全・安心の最優先での確保や、活力や賑わいの創

出など、令和元年度に第一歩を踏み出した「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の取組

を積極的に展開する予算としました。
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　歳入面では、県税が地方消費税の増加等により増収となるほか、普通交付税は法人課

税の偏在是正措置の配分の増等により、増収が見込まれます。

　また、歳出面では、「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現に向けた以下の重点

的な取組を積極的に推進し、これらの政策を総動員して人口減少問題へ取り組むととも

に、頻発化・激甚化する自然災害に対応するため、将来の公債費を抑制しつつ、有利な

財源を活用し事業量を確保する予算としました。

　①　安全に安心して暮らせる新潟

　②　県民すべてが生き生きと暮らせる新潟

　③　誰もが社会参画できる新潟

　④　多様な人や文化が交わる賑わいのある新潟

　⑤　活力のある新潟

　⑥　将来の夢や希望を育みかなえる教育の推進

　「行財政改革行動計画」策定後初めての予算編成において、市町村や関係団体と意思

疎通を図りつつ、事務事業や投資的経費の見直しに取り組むとともに、職員団体の合意

を得て、一般職員の給与の臨時的な削減を盛り込むなど、歳出歳入改革に取り組みまし

た。その際、本取組が単なる行政サービスの低下にならないよう、国庫補助金を活用し

て積極的な施策展開を図るとともに、企業・団体や市町村との連携を進めるなど、前向

きな創意工夫をしながら見直しを行いました。

　そうした結果、前年度に比べ収支が129億円改善し、改革の目標としていた「令和５

年度に、大規模災害に対応するための基金残高230億円の確保」については達成し、基

金の枯渇も令和７年度以降に先送りされる見込みとなっています。

　しかしながら、依然として収支均衡には至っておらず、令和６年度には職員給与の臨

時的削減の終了や公債費の実負担の増加などにより160億円の収支不足が見込まれてい

ます。

　そのため、引き続き「行財政改革行動計画」で示した歳出歳入項目の具体的な取組を

着実に実行するとともに、「公債費負担適正化計画」に基づき将来の公債費負担を適切

に管理することで、持続可能で安定的な財政運営に向け取り組んでいきます。
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 予 算 の 規 模

　令和２年度の予算の規模は、一般会計予算で１兆2,196億5,900万円、13の特別会計予

算で4,119億3,359万円となっています。

令 和 ２ 年 度 当 初 予 算
（単位：千円）

区　　分 令和２年度当初
（Ａ）

令和元年度当初
（Ｂ）

増減(Ａ)－(Ｂ)
(Ｃ) 伸び率(Ｃ)

(Ｂ)

一 般 会 計 1,219,659,000 1,259,710,000 △ 40,051,000 △ 3.2％

特 別 会 計 411,933,593 444,915,573 △ 32,981,980 △ 7.4％

合 計 1,631,592,593 1,704,625,573 △ 73,032,980 △ 4.3％



― 6 ―

２　一般会計予算のあらまし

　令和２年度の一般会計予算は、１兆2,196億5,900万円で対前年度比400億5,100万円

(△3.2％)の減となっております。

第１図　当初予算規模の推移（単位：億円）

年度 注　（　）はパーセントで対前年度伸び率である。
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⑴　歳入予算のあらまし

　歳入額１兆2,196億5,900万円の内訳は、次表のとおりです。

第１表　令 和 ２ 年 度 歳 入 予 算
（単位：千円・％）

区　　　分
令和２年度当初 令和元年度当初 比　　　較

予算額(Ａ） 構成比 予算額(Ｂ） 構成比 増減額(Ｃ）
（Ａ)－(Ｂ）

増減率
(Ｃ)
(Ｂ)×100

県 税 264,585,000 21.7 255,080,000 20.2 9,505,000 3.7

地方消費税清算金 106,227,000 8.7 85,315,000 6.8 20,912,000 24.5

地 方 譲 与 税 44,159,000 3.6 43,072,000 3.4 1,087,000 2.5

地 方 特 例 交 付 金 1,128,000 0.1 2,596,110 0.2 △ 1,468,110 △ 56.6

地 方 交 付 税 241,200,000 19.8 237,700,000 18.9 3,500,000 1.5

交通安全対策特別交付金 434,000 0.0 461,000 0.0 △ 27,000 △ 5.9

分担金及び負担金 4,676,133 0.4 5,783,816 0.5 △ 1,107,683 △ 19.2

使用料及び手数料 15,118,566 1.2 15,238,452 1.2 △ 119,886 △ 0.8

国 庫 支 出 金 136,983,067 11.2 150,019,713 11.9 △ 13,036,646 △ 8.7

財 産 収 入 4,583,049 0.4 4,427,994 0.4 155,055 3.5

寄 附 金 445,052 0.0 79,720 0.0 365,332 458.3

繰 入 金 21,558,296 1.8 37,796,785 3.0 △ 16,238,489 △ 43.0

諸 収 入 114,158,837 9.4 140,449,410 11.1 △ 26,290,573 △ 18.7

県 債 264,243,000 21.7 281,530,000 22.4 △ 17,287,000 △ 6.1

繰 越 金 160,000 0.0 160,000 0.0 0 0.0

計 1,219,659,000 100 1,259,710,000 100 △ 40,051,000 △ 3.2
（注）△はマイナス（減）の符号である。



― 8 ―

 歳 入 の 区 分

▶自主財源と依存財源

　県の歳入いわゆる収入には、県で収入の見積もり、賦課徴収するなどにより県自ら

の手で確保できる収入（県税、地方消費税清算金、分担金・負担金、使用料・手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、諸収入）と、国から定められた額を交付されたり、割り

当てられたりする収入（国庫支出金、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金、交

通安全対策特別交付金、県債）とがあります。

　前者を自主財源、後者を依存財源といいます。地方行政の自主性を発揮するために

は、できるだけ自主財源の多い方が望ましいわけですが、自主財源のうち大きな位置

を占める県税の収入額は、経済状況により各県の間で不均衡がある一方、国家的見地

から行わなければならない事業もあることなどから、国が各県間の調整を図り財源を

配分する制度がとられています。これが地方交付税や国庫支出金などの依存財源です。

　平成30年度の普通会計決算では、都道府県全体の自主財源と依存財源の比率は56対

44であり、当県は43対57と自主財源の比率が低くなっています。

▶一般財源と特定財源

　財源の性質による分類として、財源の使途が特定されずにどのような経費にも使用

できる財源（県税、地方交付税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金）

を一般財源といい、その使途が特定され、特定の経費にしか当てられない財源（国庫

支出金、県債、諸収入など）を特定財源といいます。県が自主的な判断のもとに事業

を行うためには、一般財源をできるだけ多く確保することが望ましいといえます。

　平成30年度の普通会計決算では、都道府県全体の一般財源と特定財源の比率は62対

38であり、当県は57対43と一般財源の比率が他団体と比較し低くなっています。

　なお、一般会計ベースでは令和元年度最終予算（51対49）、令和２年度当初予算（54

対46）、平成30年度決算（53対47）及び平成29年度決算（53対47）となっています。
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　　歳入構成比の推移、令和２年度歳入予算の区分別内訳は次図のとおりです。

第２図　歳入構成比の推移

第３図　歳入予算の区分別内訳
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 歳 入 の 内 容

県　　　　税

　県税は県の行政に要する経費を賄うために法令の規定に基づいて徴収されるもので、

県民や県内に住所を有する法人に対して均等に又は所得等に応じて、あるいは財・サー

ビスの消費、自動車等の財産の所有や取得などに対して負担を求めるものです。

　▶普通税と目的税

　県税については、県民税をはじめ13種類あり、これを大きく分けると普通税と目

的税に分類されます。普通税に属するものには、県民税、事業税、地方消費税、不

動産取得税、県たばこ税、ゴルフ場利用税、軽油引取税、自動車税、鉱区税、固定

資産税及び核燃料税の11税目があり、目的税に属するものには狩猟税及び産業廃棄

物税の２税目があります。目的税は、その使途が定められており、狩猟税は鳥獣保

護と狩猟行政の費用に、産業廃棄物税は産業廃棄物の対策費用に充てることになっ

ています。

　▶県税収入の内訳

　　　令和２年度県税当初予算の内訳は次図（第４図）のとおりです。

　　 　県税収入のうち、その大きな部分を占める税目は県民税、事業税、自動車関係税

（軽油引取税、自動車税）であり、その合計額は県税収入の約７割を占めています。

　　　普通税と目的税の割合は99対１となっています。

〈令和２年度県税当初予算額　2,645億85百万円（歳入予算総額に占める割合　21.7％）〉

　・令和元年度当初予算額との比較 95億５百万円増　構成比で1.5ポイント上回る

　　(令和元年度当初予算額　2,550億80百万円（歳入予算総額に占める割合　20.2％））

　・令和元年度最終予算額との比較 114億65百万円増　構成比で1.1ポイント上回る

　　(令和元年度最終予算額　2,531億20百万円（歳入予算総額に占める割合　20.6％））
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　なお、地方消費税清算金清算後の収入額（清算金収入額1,062億27百万円、清算金支

出額673億81百万円）を含んだ実質収入額(※)は3,034億31百万円で前年度最終予算額

（2,815億91百万円）と比較すると218億40百万円の増となっています。

※ 地方消費税は、一旦は課税地の都道府県の税収となりますが、その後、最終消費地の

都道府県に帰属させるため、消費に関連する指標に基づき都道府県間で清算が行われ

ます。この清算に係る支出と収入は県税とは別に計上されているため、差引き後の収

入額を含んだ実質収入額で比較しています。

　▶県税収入の推移

　　 　当県の県税収入の推移は、次図（第５図、第６図）のとおりです。

　　 　県税収入は、昭和60年以降、景気に変動があったものの、内需の好調さに支えら

れ、平成３年度までは伸び率は比較的堅調に推移しました。

　　 　平成４、５年度はバブル経済崩壊の影響から厳しい状況が続きましたが、平成６

年度以降は再び緩やかながら上向きに推移しました。

　しかし、平成10、11年度には景気低迷や税制改正による減収等により前年を下回
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り、一旦、平成12、13年度においては県民税利子割の大幅増収により概ね前年度並

みで推移したものの、平成14年度は景気後退の影響など、平成15年度は個人所得の

伸び悩みなどによりそれぞれ前年を下回ることになりました。

　平成16年度は7.13水害や新潟県中越大震災の影響はあったものの、IT関連産業を

はじめとする企業業績の好調によって法人二税を中心に増収となり、平成17 、18年

度は景気回復基調の持続と税制改正の影響により法人二税及び個人県民税が大幅に

増収となったことから県税収入は安定した伸びを維持しました。

　平成19年度は新潟県中越沖地震により原子力発電所の全原子炉が運転を停止した

ため核燃料税の収入がゼロとなった一方、三位一体改革の一環として所得税から住

民税への税源移譲が行われ、個人県民税が大幅な増収となったことから過去最高の

県税収入となりました。

　しかし、平成20年度は景気後退や道路特定財源に係る暫定税率の一時失効の影響

により、平成21、22年度は景気悪化や法人事業税の一部が国税である地方法人特別

税へ移管された影響により、それぞれ前年度を下回りました。

　平成23、24年度は企業収益の一部持ち直しによる法人二税の増収により、平成25

年度は県内火力発電所の稼働に伴う法人事業税の増収により、いずれも前年度を上

回りました。

　平成26、27年度は地方消費税の税率引上げに伴う増収により、いずれも前年度を

上回りました。

　平成28年度は、法人事業税で増収となったものの、法人県民税で減収となったこ

となどから、前年度を下回りました。

　平成29年度は、経済状況の影響等により、法人事業税が減収となったほか、地方

消費税が平年度化等により減収となったことから、前年度を下回りました。

　平成30年度は、緩やかな景気回復に伴う法人事業税の増収はあったものの、政令

市への税源移譲により、個人県民税が減収となったことから、前年度を下回りまし

た。

　令和元年度は、前年度と同様、政令市への税源移譲により個人県民税が減収となっ

たほか、県内消費の伸び悩み等により地方消費税が減収となったことから、前年度

を下回りました。
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　令和２年度は、法人県民税が交付税原資化に伴う税率の引下げにより減収となる

一方、地方消費税の税率引上げにより増収となるほか、核燃料税の税率見直しによ

り増収となることから、前年度を上回る見通しです。

第５図　県税収入の推移（決算額）（単位：億円）

第６図　県　税　伸　張　率　の　推　移
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　▶超過課税

　県税は、法令により一定の税率又は標準的な税率が定められており、当県も法令

で定められた税率を適用していますが、下記対象法人に対しては、県民税のうち法

人税割について税率0.8％の超過課税を実施しています。

対 象 法 人　資本金が１億円又は法人税額1,000万円を超える法人

課 税 期 間　昭和50年８月１日から令和４年３月31日までの間に開始した事業年度

税　　　率　標準税率1.0％のところ1.8％（令和元年９月30日までは4.0％）で超過課税

　　　　　　※一定の要件を満たす工場等を新増設した場合は、1.4％

収入見込額　636億円

　令和元年度までの充当状況は、次表のとおりとなっています。

第２表　超 過 課 税 充 当 状 況
（単位：千円）

区　　　　　　分 H27年度末累計 H28年度末累計 H29年度末累計 H30年度末累計 R1年度末累計(見込）
収　　　　入　　　　額 55,374,242 56,542,780 57,691,347 58,957,905 60,168,051

充
　
　
　
　
　
当

福 祉 施 設 9,063,363 9,063,363 9,063,363 9,063,363 9,063,363
社 会 文 化 施 設 63,390,817 63,390,817 63,390,817 63,390,817 63,390,817
教 育 施 設（ 基 金 ） 13,500,000 13,500,000 13,500,000 13,500,000 13,500,000
県 立 女 子 短 期 大 学 660,488 660,488 660,488 660,488 660,488
県 立 看 護 短 期 大 学 480,996 480,996 480,996 480,996 480,996
県 立 看 護 大 学 68,780 68,780 68,780 68,780 68,780
新 設 県 立 高 校 等 1,568,479 1,568,479 1,568,479 1,568,479 1,568,479
高 校 屋 内 運 動 場 1,026,789 1,026,789 1,026,789 1,026,789 1,026,789
新 設 テ ク ノ ス ク ー ル 7,847,557 7,847,557 7,847,557 7,847,557 7,847,557
県 立 図 書 館 4,339,738 4,339,738 4,339,738 4,339,738 4,339,738
近 代 美 術 館 1,146,552 1,146,552 1,146,552 1,146,552 1,146,552
万 代 島 美 術 館 2,486,999 2,486,999 2,486,999 2,486,999 2,486,999
（ 財 ） 文 化 振 興 財 団 出 捐 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000
歴 史 民 俗 文 化 館 9,067,253 9,067,253 9,067,253 9,067,253 9,067,253
海 洋 丸 建 造 781,735 781,735 781,735 781,735 781,735
県 立 自 然 科 学 館 施 設 設 備 82,851 82,851 82,851 82,851 82,851
県 民 会 館 施 設 設 備 2,885 2,885 2,885 2,885 2,885
県 政 記 念 館 修 復 53,033 53,033 53,033 53,033 53,033
健 康 づ く り セ ン タ ー 1,414,959 1,414,959 1,414,959 1,414,959 1,414,959
鳥 屋 野 潟 野 球 場 178,465 178,465 178,465 178,465 178,465
都 市 緑 花 植 物 園 5,194,094 5,194,094 5,194,094 5,194,094 5,194,094
県 立 高 校 改 築 23,637,719 24,671,398 25,343,067 26,113,071 26,465,398
高 校 大 規 模・ 耐 震 改 修 24,590,696 26,728,446 28,586,305 30,048,170 31,651,498
私 立 高 校 改 築 助 成 693,488 693,488 693,488 693,488 693,488
上 越 多 目 的 ス ポ ー ツ 施 設 1,106 1,106 1,106 1,106 1,106
総 合 ス タ ジ ア ム 23,985,610 23,985,610 23,985,610 23,985,610 23,985,610
ス キ ー ジ ャ ン プ 台 2,677,833 2,677,833 2,677,833 2,677,833 2,677,833
ス ポ ー ツ 医 科 学 セ ン タ ー 400,902 400,902 400,902 400,902 400,902
県 立 長 岡 屋 内 プ ー ル 4,969,832 5,218,933 5,474,342 5,730,884 5,988,480
国 体 開 催 費（ 施 設 除 く ） 3,118,195 3,118,195 3,118,195 3,118,195 3,118,195
給 付 型 奨 学 金（ 基 金 ） － － 500,000 500,000 500,000
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地 方 譲 与 税

　地方譲与税は、地方税と地方交付税の中間的な性格を有する制度で、国が徴収した特

定の税を一定の基準により地方公共団体に交付するものです。地方譲与税は、地方公共

団体が直接徴収しない点で地方税と異なり、また、一定の基準で機械的に交付する点で、

地方公共団体ごとに財源不足額を算定して配分する地方交付税とも異なっています。主

なものとしては特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量

譲与税、森林環境譲与税及び航空機燃料譲与税等があります。

　▶特別法人事業譲与税

　令和元年度の税制改正により、地域間の財政力格差の拡大、経済社会構造の変化

等を踏まえ、県内総生産の分布状況と比較して大都市に税収が集中する構造的な課

題に対処し、都市と地方が支え合い、共に持続可能な形で発展するため、特別法人

事業税及び特別法人事業譲与税を創設しました。各地方公共団体への譲与は、不交

付団体へ譲与制限の仕組みを設けた上で、人口に応じて配分されます。

　令和２年度の当県への譲与額は、397億1,200万円（令和元年度最終371億1,890万

円）を見込んでいます。

　▶地方揮発油譲与税

　国は、道路行政の財源に充てるため、揮発油に対して、揮発油税と地方道路税を

課していましたが、平成21年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路

税の名称を地方揮発油税に改めるとともに、地方揮発油税の使途制限を廃止しまし

た。地方揮発油税については全額地方公共団体に譲与されますが、その割合は、平

成14年度まで都道府県及び政令市43、市町村57であったものが、平成15年度から、

高速道路国直轄事業に係る地方負担の導入に伴う影響を勘案して、都道府県及び政

令市58、市町村42に変更されています。各地方公共団体への譲与は、総額の半分を

道路の面積で、残りの半分を道路延長であん分して行われます。

　令和２年度の当県への譲与額は、39億4,900万円（令和元年度最終38億1,457万円）

を見込んでいます。

　▶石油ガス譲与税

　これまで道路行政の財源に充てるための国税でしたが、上記地方揮発油譲与税と

同様に、平成21年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、石油ガス税の使途制
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限を廃止しました。液化石油ガス（LPG）についてキログラム当たり17円50銭が課

税されていますが、その半分が地方公共団体に譲与されます。各地方公共団体への

譲与は、地方揮発油譲与税と同様の方法で行われます。

　令和２年度の当県への譲与額は、１億8,100万円（令和元年度最終２億1,066万円）

を見込んでいます。

　▶自動車重量譲与税

　消費税率10％への引上げにあわせ、自動車税の恒久減税が行われることに伴う地

方税の減収に対して、国税から地方税への税源移譲により地方税財源を確保するた

め、都道府県自動車重量譲与税が創設されました。都道府県自動車重量譲与税は、

自家用乗用車（登録車）の保有台数（賦課期日時点における課税台数）に応じて、

その全額が都道府県に譲与されます。

　令和２年度の当県への譲与額は、２億900万円（令和元年度最終１億7,352万円）

を見込んでいます。

　▶森林環境譲与税

　パリ協定の枠組みの下における国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止

等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境

税及び森林環境譲与税が創設されました。個人住民税と併せて課税される森林環境

税の収入額に相当する額が都道府県と市町村に１対９の割合（制度創設当初は、市

町村の支援等を行う都道府県の役割が大きいと想定されることから２対８とし、段

階的に１対９に移行。）で譲与されます。各地方公共団体への譲与は、総額の５割を

私有林人工林面積、２割を林業就業者数、残りの３割を人口であん分して行われます。

　令和２年度の当県への譲与額は、１億600万円（令和元年度最終7,089万円）を見

込んでいます。

　▶航空機燃料譲与税

　航空機燃料譲与税は、航空機が使用する揮発油及びジェット機の燃料に使用され

る灯油に課税されるものであり、航空機騒音による障害の防止、空港周辺の環境整

備などの財源に充てるため、空港関係公共団体に収入額の13分の２が譲与されます。

都道府県と市町村に譲与される割合は１対４です。

　令和２年度の当県への譲与額は200万円（令和元年度最終301万円）を見込んでいます。
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地 方 交 付 税

　都道府県や市町村の仕事には、教育、土木、警察、消防、社会保障、保健衛生などそ

れぞれの地方公共団体の財政力にかかわらず、一定の行政水準が期待されている分野が

少なくありませんが、現実には地域間の経済力の格差が存在しており、この行政需要と

各団体の財政力の格差を国全体のレベルで調整するために地方交付税制度があります。

　地方交付税は、地方公共団体ごとに、需要と収入の状況に応じて交付されるもので、

使途が特定されない一般財源です。その総額は、昭和41年度以降、国税３税（所得税*、

法人税、酒税）の32％と定められていましたが、平成元年度から税制の抜本的改革及

び国庫補助負担率の見直しに伴い、消費税（消費譲与税を除く。）の24％及びたばこ税

の25％が追加され、平成９年度からは消費税率の引上げとともに消費税の交付税率が

29.5％に変更されました。さらに、平成11年度の恒久的な減税の実施による法人事業税

の減収を法人税の交付税率の引上げで補てんすることとされ、平成11年度は32％から経

過的に32.5％、平成12年度からは減収額の平年度化により35.8％に引き上げられました

が、平成19年度以降は34.0％に引き下げられました。平成26年度は、社会保障・税の一

体改革において消費税に係る地方交付税率が22.3％に引き下げられ、また、新たに創設

された地方法人税については全額が地方交付税の原資として交付税特別会計に直接繰り

入れられました。さらに、平成27年度においては、地方交付税原資の安定性の向上と充

実を図るため、所得税、法人税及び酒税の地方交付税率を見直すとともに、たばこ税は

地方交付税の対象税目から除外することとされました。また、令和元年度においては、

消費税率の引上げに伴い、消費税の地方交付税率が20.8％に引き下げられました。

　なお、令和２年度当初の交付税総額は、一般会計の国税４税分に、一般会計からの加

算額5,187億円、地方法人税分１兆4,564億円、交付税特別会計剰余金の活用1,000億円及

び返還金４億円を加算した額から交付税特別会計借入金償還額5,000億円及び交付税特

別会計借入金利子支払額771億円を控除した16兆5,882億円となっています。

＊）平成16年度から平成18年度までは所得譲与税に係るものを除く

　▶普通交付税

　普通交付税は、毎年それぞれの地方公共団体について基準財政需要額（その地方

公共団体がある一定水準の行政を行うに必要な経費）と基準財政収入額（超過課税

を除いた税収の75％と地方譲与税等の合計額）とを算定し、前者が後者を上まわる
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団体、つまり財源不足となる団体に対して交付されます。令和２年度は、2,377億

円（令和元年度最終2,364億9,772万円）を計上しています。

　なお、基準財政収入額に含める税収の割合については、平成14年度までは80％で

あったものが、地方分権推進の流れの中で、全国標準的な行政部分を縮小しつつ、

各団体が自らの責任と財源で対応すべき部分を拡大できるように、平成15年度から

75％に変更されています。

　▶特別交付税

　普通交付税が、画一的な方法で算定されるため、各地方公共団体の実績を正確に

捕捉できない面も出てきます。そこで各団体の特殊事情により特別に生じた財政需

要に対して交付されるもので、いわば普通交付税の補完的機能を有するものといえ

ます。また、その総額は、地方交付税額の６％と定められています。令和２年度は、

35億円（令和元年度最終34億6,107万円）を計上しています。

第７図　地方交付税のしくみ
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第８図　地方交付税決定額の推移（単位：百万円）
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　▶地方特例交付金

　地方特例交付金は、平成11年度に恒久的な減税に伴う地方税の減収額を補てんす

るための減税補てん特例交付金が創設され、平成16年度には義務教育費国庫負担金

等の暫定的な一般財源化のための税源移譲予定特例交付金が創設されました。その

後、税源移譲予定特例交付金については三位一体改革における国庫補助負担金改革

による税源移譲額全額を所得譲与税によって措置することに伴い、平成17年度限り

で廃止され、減税補てん特例交付金についても平成18年度限りで廃止されました。

なお、減税補てん特例交付金廃止後の経過措置として設けられていた特別交付金に

ついても、平成21年度限りで廃止されました。

　また、平成18年度及び平成19年度の児童手当の制度拡充に伴う地方負担額の増加

に対応するために設けられている児童手当特例交付金については、平成22年度にお

ける子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分等を新たに対象とするため、名称が

児童手当及び子ども手当特例交付金に改められました。その後、児童手当及び子ど

も手当特例交付金については子ども手当から子どものための手当への制度改革に伴

い整理され、年少扶養控除の廃止等に伴う地方増収分で取扱うこととされました。

　さらに、平成20年度から住宅借入金等特別税額控除を行うことに伴う地方公共団

体の減収額を補てんするため、減収補てん特例交付金が創設されました。

　また、令和元年度においては、消費税率の引上げに伴う需要平準化対策に係る自

動車税の環境性能割の臨時的軽減による減収額を補てんするため、既存の特例交付

金を個人住民税減収補てん特例交付金に名称変更した上で、自動車税減収補てん特

例交付金が創設されました。加えて、幼児教育の無償化に係る地方負担分について、

消費税率の引上げの初年度は地方の増収が僅かであることから、令和元年度に限り、

子ども・子育て臨時交付金として、地方負担分が全額国費で措置されました。

　本県では、令和２年度において、個人住民税減収補てん特例交付金を９億3,000

万円（令和元年度最終９億2,649万円）、自動車税減収補てん特例交付金を１億9,800

万円（令和元年度最終１億8,436万円）計上しています。

　▶地方財政対策

　地方財政対策は、毎年度の地方財政運営に支障が生ずることのないよう、制度的

な財源保障の仕組みを補完し、各年度の地方財政をとりまく諸情勢の変化に対応し
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て講じられる地方財政措置をいいます。

　昭和50年度以降、地方財政は経済情勢の悪化と財政需要の拡大を背景に毎年巨額

の財源不足を生じ、これに対し交付税特別会計における借入金による交付税の特例

増額と地方債の増発により補てん措置を講じてきました。この結果、昭和58年度末

では交付税特別会計の借入金残高が11兆5,200億円の巨額に達し、これ以上の借入

が許されない状況となったことから、従来の地方財政対策を見直すこととされまし

た。具体的には、交付税特別会計の借入金方式を廃止し当分の間、地方財政措置と

して、法律の定めるところにより地方交付税の特例措置を講ずることとし、昭和60

年度以降は、昭和60年度から行われた国庫補助負担率の暫定的な引下げに係る部分

を除けば、形式的には地方財政の収支の均衡がとられてきました。

　しかし、平成６年度から平成８年度の間及び平成10年度においては、当面の経済

情勢に対応する視点から特別減税等の措置がとられ、また、平成９年度においては、

新たに導入された地方消費税の税収が平年度化しない影響等もあり、大幅な財源不

足額が生じたことから減税補てん債や臨時税収補てん債の発行、及び地方交付税特

別会計からの借入や財源対策債の発行等の措置が講じられました。

　さらに、平成11年度及び平成12年度においては、恒久的な減税の実施による影響

及び通常収支の巨額な財源不足に対応し、地方特例交付金の創設や法人税の交付税

率の引上げ等が行われたほか、減税補てん債や財源対策債の発行及び地方交付税特

別会計からの借入措置が講じられました。

　平成13年度においては、減税の影響分については従来どおりの補てん措置が講じ

られましたが、通常収支の不足分については、地方交付税特別会計の借入金残高が

巨額に達する見込みとなったことから、従来の地方財政対策を見直し、国と地方の

責任分担関係の明確化を図るため、財源不足のうち財源対策債等を除いた部分を国

と地方が折半し、地方負担分は、これまでの交付税特別会計の借入に代えて臨時財

政対策債の発行による補てん措置を講じる制度改正が行われました。ただし、平成

13年度については、地方交付税の減少による影響、一般会計加算による国の歳出増

等を勘案し、国負担分、地方負担分ともその２分の１、平成14年度については、財

源不足額が前年度に比して大幅に増加したことから、国負担分、地方負担分ともそ

の４分の１を交付税特別会計借入金により補てんする措置が講じられ、平成15年度
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から、国負担分については国の一般会計から繰入れにより、地方負担分については

臨時財政対策債により全額補てんする措置を講ずることとされました。

　また、平成15年度においては、義務教育費国庫負担金等の国庫補助負担金の見直

しに伴う財源措置として、地方特例交付金（第二種交付金）が措置されたほか、市

町村道整備に係る国庫負担金の見直し及び直轄事業による高速道路整備に係る地方

負担に伴い、自動車重量税（市町村に譲与）の譲与割合の引き上げ及び地方道路譲

与税の都道府県・市町村間の配分の見直しにより財源措置を講ずることとされ、平

成16年度においては、国庫補助負担金の一般財源化等に伴う暫定的な財源措置とし

て所得譲与税を創設し、第二種地方特例交付金を廃止するとともに、義務教育費国

庫負担金及び公立養護学校教育費国庫負担金のうち退職手当及び児童手当に係る部

分について、税源移譲予定特例交付金による財源措置を講ずることとされました。

　平成17年度においては、国民健康保険事業に係る都道府県財政調整交付金など国

庫補助負担金の一般財源化相当分について、暫定的に所得譲与税による財源措置を

講ずることとされたほか、義務教育費国庫負担金の暫定的な減額相当分については、

平成16年度から措置されている退職手当及び児童手当に係る部分に加えて税源移譲

予定特例交付金による財源措置を講ずることとされ、平成18年度においては、三位

一体改革の進展に伴い税源移譲予定特例交付金が廃止される一方で、児童手当の制

度拡充に伴う地方負担額の増加に対し、児童手当特例交付金により財源措置を講ず

ることとされました。

　平成19年度においては、所得税から個人住民税への本格的な税源移譲が行われる

ことに伴って所得譲与税が廃止されたほか、減税補てん特例交付金が平成18年度を

もって廃止されたことに伴う平成21年度までの経過措置としての特別交付金が制度

化され、平成20年度においては、住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う措置とし

て減収補てん特例交付金が新設されました。

　なお、平成19年度において、交付税特別会計の新規借入を廃止し、平成18年度補

正予算分からこれまでの借入に対する計画的な償還を開始したところですが、平成

20年度には、必要な地方交付税総額を確保するため、償還を平成22年度以降に繰り

延べることとしました。

　平成21年度においては、既定の加算とは別枠で地方交付税を１兆円増額加算する
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とともに地域雇用創出推進費が創設されるなどの措置が講じられ、平成22年度にお

いては、地方交付税総額を対前年度比で1.1兆円増額確保するとともに、既往の地

域雇用創出推進費を廃止のうえ地域活性化・雇用等臨時特例費が創設されたほか、

子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分等について児童手当及び子ども手当特例

交付金による財源措置が講じられました。

　平成23年度においては、地方交付税総額を対前年度比で0.5兆円増額確保すると

ともに、一般財源総額も対前年度比で0.1兆円増額が確保されたほか、地方財政の

健全化として、一般財源総額が維持される中で、臨時財政対策債が1.5兆円の大幅

減となるとともに、交付税特別会計借入金について、新たな償還計画が定められ、

着実な償還が開始されました。

　平成24年度においては、東日本大震災への対応分を別枠で整理し、通常収支分の

地方交付税総額を、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用を図る

こととしたことなどにより、対前年度水準以上が確保されました。一般財源総額に

ついては、中期財政フレーム（平成24年度～26年度）に基づき、前年度と同水準が

確保されました。

　あわせて、長期債務残高を抑制していくため、一般財源総額を確保した上で、臨

時財政対策債を縮減するとともに、交付税特別会計借入金については、平成24年度

分として法定されていた額1,000億円を規定どおりに償還することとされました。

　平成25年度においては、通常収支分の地方交付税総額が対前年度比で0.4兆円減

となりましたが、一般財源総額については、前年度と同水準が確保されました。

　なお、平成25年度の地方財政計画の策定にあたっては、平成25年７月から国家公

務員と同様の給与削減を実施することを前提とした給与関係経費の削減が行われる

こととされました。これにあわせて、防災・減災事業や地域の活性化等の緊急の

課題に対処する観点から、給与削減額（8,504億円）に見合った事業費（8,523億円）

を計上することとされ、通常収支分において特別枠「給与の臨時特例対応分」が創

設され、緊急防災・減災事業費及び地域の元気づくり事業費を合算した7,500億円

が計上されるとともに、東日本大震災分（全国防災事業）の投資的経費（直轄・補

助）の地方負担分として973億円が計上されました。

　平成26年度においては、税制改正において地域間の税源の偏在性を是正し財政力
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格差の縮小を図るため、法人住民税法人税割の税率を引き下げる一方で、その引き

下げ分をもとに国税である地方法人税を創設し、全額を地方交付税原資とすること

とされたほか、消費税・地方消費税率の引上げによる増収分を活用した社会保障の

充実として、少子化対策、医療・介護サービスの提供体制改革、医療保険制度改革

及び難病等に係る公平かつ安定的な制度の確立などについて財源の重点的配分を行

うこととされました。

　平成27年度においては、地方交付税原資の安定性の向上と充実を図るため、所得

税、法人税及び酒税の地方交付税率を見直すとともに、たばこ税を地方交付税の対

象税目から除外することとした一方、地方が自主性・主体性を最大限発揮して地方

創生に取り組み、地域の実情に応じたきめ細かい施策を可能にする観点から、一般

行政経費に新たに「まち・ひと・しごと創生事業費」を１兆円計上することや、公

共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転用、除却の

ために必要な経費を充実させるなど、財源の重点配分を行うこととされました。

　　 　平成28年度においては、地方税が増収となる中で、地方交付税総額については前

年度とほぼ同程度の額を確保しつつ、臨時財政対策債の発行を抑制することで、一

般財源総額の確保と質の改善を図る一方で、昨年度創設された「まち・ひと・しごと

創生事業費」を引き続き同額計上し地方創生の推進を図るとともに、公共施設等総

合管理計画策定団体数の増加を踏まえ、公共施設等最適化事業費の増額や緊急防災・

減災事業費の確保など、地方の喫緊課題に対応するための経費が計上されました。

　　 　平成29年度においては、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用

など、地方交付税の原資を最大限確保することにより、臨時財政対策債の増を可能

な限り抑制しながら、社会保障の充実分の確保も含め、昨年度を上回る一般財源総

額が確保されました。また、平成27年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」

を平成28年度に引き続き同額（１兆円）計上し、また、一億総活躍社会の実現に向

けた保育士・介護人材等の処遇改善等に係る地方負担について所要の財政措置が講

じられるとともに、公共施設等の集約化・複合化、老朽化対策等を推進し、その適

正配置を図るため、平成27・28年度に計上された公共施設等最適化事業費を拡充し、

「公共施設等適正管理推進事業費」（3,500億円）が新たに計上されました。

　平成30年度においては、一般財源総額について、子ども・子育て支援をはじめと
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する社会保障関係費やまち・ひと・しごと創生事業費（昨年度同額の１兆円）など

を適切に計上することにより、平成29年度を上回る額が確保されるとともに、精算

減（平成28年国税決算分）の繰延べや地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準

備金の活用などにより、臨時財政対策債の発行を抑制しながら、地方交付税の原資

が可能な限り確保されました。また、平成29年度に新たに計上された「公共施設等

適正管理推進事業費」について、適正管理を推進するため、対象を拡充するととも

に、事業費が増額されました（4,800億円）。

　令和元年度においては、地方が人づくり革命の実現や地方創生の推進、防災・減

災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方税が増

収となる中で、一般財源総額について、平成30年度を上回る額が確保されるととも

に、臨時財政対策債の発行が大幅に抑制されました。その中では、幼児教育の無償

化に係る地方負担分を措置する臨時交付金、「防災・減災、国土強靭化のための３

か年緊急対策」に基づく事業費、地方が単独事業として実施する防災インフラの整

備を推進するための緊急自然災害防止対策事業費等が新たに計上される一方、「ま

ち・ひと・しごと創生事業費」や「公共施設等適正管理推進事業費」は、引き続き

昨年度と同額が計上されました。

　令和２年度においても、引き続き人づくり改革の実現や地方創生の推進、地域社

会の維持・再生、防災減災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことが

できるよう、一般財源総額については昨年度を上回る額が確保されるとともに、臨

時財政対策債の発行は抑制されました。その中では地方法人課税の偏在税制措置に

よる財源を活用して、地方が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・

主体的に取り組むための「地域社会再生事業費」や、地方が防災・減災対策として

単独事業で実施する河川等の浚渫を推進するための「緊急浚渫推進事業費」が新た

に計上されました。

県　　　債

　県が行っている事業の経費は、通常、その年度に収入が見込まれる財源、すなわち、

県税、地方交付税などの一般財源や国庫支出金、使用料・手数料などの特定財源で賄わ

れます。しかし、大規模な建設事業、災害復旧事業又は公営企業のため一時に多額の経

費が必要なときには、通常の収入では賄えない場合が起こります。このような場合に
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は、借入金により資金を確保することにより財源としています。このような借入金を地

方債（県債）といいます。

　令和２年度当初予算（一般会計）では、2,642億43百万円（前年度当初2,815億30百万円、

最終2,980億18百万円）を計上しており、前年度当初と比較して172億87百万円の減となっ

ています。

第３表　県債発行額（普通会計）
（単位：百万円）

区　　　　　分 平成29年度
（決算額）

平成30年度
（決算額）

令和元年度
（最終予算）

令和２年度
（当初予算）

県債発行額 157,021 145,208 167,560 137,472
歳入予算に占める
県債の比率（％）

当県 15.2 14.2 16.1 13.4
全国 10.8  10.7  －  －

（注）普通会計とは、一般会計と公営企業会計以外の特別会計を合わせて一つの会計とみなしたものをいう。借換債は含まない。

第４表　県債性質別・借入先別現債高（一般会計）

　▶地方債の制限

　地方公共団体にとって、地方債は一時的な財源調達法としては有用ですが、その

性質は、あくまでも借入金であり、後年度にわたり元利償還という形で住民に負担

（単位：百万円）
区　　　　　　　　　分

平 成 30
年 度 末
現 在 高

令 和 元
年 　 度
発 行 額

令和元年度元利償還額 令 和 元
年 度 末
現 在 高元金 利子 計

１　公共事業等債 438,780 47,412 37,343 2,809 40,152 448,849
２　一般単独事業債 529,683 65,765 76,445 3,404 79,849 519,003
３　公営住宅建設事業債 4,341 328 466 36 502 4,203
４　教育・福祉施設等整備事業債 38,755 5,041 5,849 227 6,076 37,947
５　災害復旧事業債 32,199 3,879 4,098 72 4,170 31,980
６　緊急防災・減災事業債 23,052 1,618 1,193 75 1,268 23,477
７　全国防災事業債 145 6 1 7 139
８　新産業都市等建設事業債 6,027 813 1,320 33 1,353 5,520
９　首都圏等整備事業債 2,579 545 39 584 2,034
10　厚生福祉施設整備事業債 161 110 3 113 51
11　防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 10,738 10,738
12　緊急自然災害防止対策事業債 3,190 3,190
13　減収補てん債 61,023 19,823 15,628 644 16,272 65,218
14　減税補てん債 26,321 3,550 5,327 195 5,522 24,544
15　財源対策債 353,940 29,638 43,482 2,631 46,113 340,096
16　臨時財政対策債 694,582 69,201 65,719 5,384 71,103 698,064
17　地域財政特例債
18　臨時財政特例債
19　財政健全化債 27,167 439 2,432 121 2,553 25,174
20　行政改革推進債 108,199 14,105 13,000 975 13,975 109,304
21　退職手当債 70,942 7,350 8,838 809 9,647 69,454
22　下水道事業債（過疎代行分） 1,027 106 22 128 921
23　下水道事業債（農業集落排水） 698 59 15 74 639
24　臨時税収補てん債 664 1 1 664
25　国の予算貸付・政府関係機関貸付債 7,343 671 671 6,672
26　駐車場整備事業債 64 1 1 63
27　病院事業債（一般会計出資債） 6,371 329 28 357 6,042
28　観光その他事業債 1,651 3 3 1,651

合　　　　計 2,435,714 282,890 282,967 17,527 300,494 2,435,637
借
入
先
機
関

政府資金 284,621 11,386 47,202 3,047 50,249 248,805
地方公共団体金融機構 3,999 968 64 1,032 3,031
市中銀行・その他金融機関 2,147,094 271,504 234,797 14,416 249,213 2,183,801

（注）数値は見込額。
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を残すことになります。このため、起債の目的は次の場合に制限されています。

　ア　病院事業、水道事業など公営企業に必要な経費の財源とする場合

　イ　出資金及び貸付金の財源とする場合

　ウ　災害復旧関係事業費の財源とする場合

　エ 　文教施設、厚生施設、土木施設など公共施設又は公用施設の建設事業費の財

源とする場合

　オ　地方債の借換えのための財源とする場合

　▶公債費負担の状況

　多額の県債を抱えていることは、将来にわたって財政を圧迫し、財政の硬直化を

招くことになるので、県債の発行にあたっては、県の財政力に相応した後年度の負

担について十分考慮し、発行されています。公債費の増加が財政に及ぼす影響の程

度を示す指標としては、次の２つの指標が用いられています。

第５表　公債費負担の状況（普通会計）

区　　　　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

公債費負担比率
当県 25.6　％ 25.4　％ 25.1　％
全国 21.3 21.2 20.9

実質公債費比率
当県 14.6 14.9 15.9
全国 12.7 12.2 11.7

（注）全国数値は、都道府県の単純平均である。

公債費負担比率＝ 公債費充当一般財源
一般財源総額

実質公債費比率＝ (A＋B)－(C＋D)
E－Ｄ

　実質公債費比率とは、平成18年度の地方債協議制度への移行に伴い導入された指標であり、税収や交付税
など標準的な収入の合算額（標準財政規模）に対する公債費等の実質的な負担の程度を客観的に評価するも
のです。地方債の信用維持等を図るため、平成18年度からは、地方債の発行に当たり、実質公債費比率（過
去３年度間の平均）が18％以上の場合は「許可団体」となり、早期是正措置を講じることとされています。
Ａ�地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。）
Ｂ� 公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金など地方債の元利償還金に準ずるもの（準元

利償還金）
Ｃ�元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源
Ｄ�普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金及び準元利償還金
Ｅ�標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む。）
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 県民負担の状況

　県民の福祉を向上させ、住みよい生活環境をつくるため、県は、各方面での行政を進

めており、これに要する経費は、直接又は間接に県民から負担してもらっていることに

なります。このなかで、県民から直接的に負担してもらっているものには、県税、分担金・

負担金、使用料・手数料がありますが、地方交付税、地方譲与税、国庫支出金は、国民

の負担している国税がその原資となっており、これは間接的な負担といえます。

　直接的な負担である県税は、収入財源のなかでも最も重要な財源となっており、法律

及び条例の定めにより公平適正に負担してもらっています。

　▶県税負担額

　県民１人当たりの県税負担の状況は、次表のとおりです。

　令和２年度当初予算の県税は2,645億85百万円ですので、県民１人当たりの負担

額は11万8,944円となっています。

　全国平均１人当たり負担額と比較してみますと、平成30年度では、当県１人当た

り11万5,404円であり、全国平均１人当たり14万3,813円に対して、80.2％の負担と

なっています。

第６表　県民１人当たり県税負担の推移

年 度 県 民 所 得 A 県　　 税 B 県民所得に対する
県税負担率 

B 
A

県 民 １ 人
当たり県税額

全国平均１人
当たり県税額

百万円 千円 ％ 円 円
18 6,570,898 260,660,134 4.0% 107,458 128,484 
19 6,567,271 284,741,518 4.3% 117,998 146,886 
20 6,157,583 273,930,176 4.4% 114,052 141,081 
21 5,969,630 234,394,337 3.9% 98,028 115,338 
22 6,113,930 218,515,155 3.6% 91,857 110,499 
23 6,074,237 219,807,663 3.6% 92,956 108,906 
24 6,103,059 226,892,313 3.7% 96,619 111,917 
25 6,323,329 232,080,682 3.7% 98,553 115,027 
26 6,206,057 241,281,033 3.9% 103,222 122,311 
27 6,376,871 272,138,853 4.3% 117,330 140,726 
28 6,451,342 270,536,905 4.2% 117,578 141,619 
29 6,510,841 265,665,454 4.1% 116,454 144,053 
30 260,723,964 115,404 143,813 
元（最終） 253,120,000 113,204
２（当初） 264,585,000 118,944

（注１ ） １人当たり県税額は当該年度末の住民基本台帳人口で除して算出した。（ただし、25 ～令和元年度については、
１月１日の人口により、２年度については、元年度末の人口により算出した。）

（注２） 県税について、元年度は最終予算額、２年度は当初予算額である。
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　▶国税負担に対する還元

　また、間接的負担である地方交付税、地方譲与税及び国庫支出金は、同じ県民が

負担している国税から県に還元されてくるものです。その還元状況は、次表のとお

りです。

第７表　国税負担に対する還元の推移

年度
負　　　　担 還　　　　　　元 還元率

E 
C

国　税
A

県人口
B

A 
B  C

地　方
交付税

地　方
譲与税

国　庫
支出金 計　D D 

B E
百万円 人 円 千円 千円 千円 千円 円 ％

18 566,879 2,425,683 233,699 544,608,684 76,671,813 330,505,530 951,786,027 392,379 167.9
19 537,671 2,413,103 222,813 534,733,104 19,703,205 262,736,449 817,172,758 338,640 152.0
20 503,548 2,401,803 209,654 542,679,170 18,898,579 279,413,449 840,991,198 350,150 167.0
21 479,050 2,391,091 200,348 558,264,260 30,602,139 396,087,383 984,953,782 411,927 205.6
22 466,468 2,378,853 196,089 580,657,034 45,315,572 304,252,789 930,225,395 391,039 199.4
23 476,765 2,364,632 201,623 599,554,127 45,996,553 292,626,794 938,177,474 396,754 196.8
24 467,824 2,348,323 199,216 583,985,202 46,157,382 297,541,636 927,684,220 395,041 198.3
25 462,134 2,343,426 197,204 562,584,976 51,653,868 383,951,758 998,190,602 425,954 216.0
26 512,495 2,325,718 220,360 558,162,301 58,103,295 308,859,470 925,125,066 397,780 180.5
27 563,684 2,307,203 244,315 548,490,310 54,673,057 288,418,457 891,581,824 386,434 158.2
28 555,235 2,288,495 242,620 537,487,562 47,612,317 293,634,594 878,734,473 383,979 158.3
29 572,739 2,269,487 252,365 529,775,706 48,690,482 301,224,051 879,690,239 387,616 153.6

（注）１　人口は、当該年度末の住民基本台帳による。
　　　２　地方交付税、地方譲与税、国庫支出金は県と市町村の合計額である。
　　　３　国税は、収納済額である。

　平成29年度では、県民１人当たり国税負担額25万2,365円に対し、地方交付税、

地方譲与税及び国税支出金をあわせて１人当たり38万7,616円が県と市町村に対し

て交付されています。したがって、負担に対し、およそ1.53倍の還元がなされてい

ることになります。
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⑵　歳出予算のあらまし

　総額１兆2,196億5,900万円の予算は、各行政目的ごとに、かつ、人件費、補助費又は

扶助費などに区分されて執行されています。

 目的別（款別）にみた歳出予算

　目的別（款別）にみた当初予算の歳出は、次表のとおりです。

第８表　令和２年度一般会計歳出予算（目的別）
（単位：千円・％）

区　　　　　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

金額(A) 構成比 金額(B） 構成比 増減額(C）
(A)－(B）

増減率
（C)/(B)×100

１ 議 会 費 1,325,014 0.1 1,458,182 0.1 △ 133,168 △ 9.1

２ 総 務 費 27,280,855 2.2 29,379,134 2.3 △ 2,098,279 △ 7.1

３ 県民生活・環境費 10,254,697 0.8 10,282,256 0.8 △ 27,559 △ 0.3

４ 福 祉 保 健 費 168,011,920 13.8 170,675,287 13.5 △ 2,663,367 △ 1.6

５ 労 働 費 2,963,539 0.2 3,069,781 0.2 △ 106,242 △ 3.5

６ 産 業 費 96,660,998 7.9 120,523,637 9.6 △ 23,862,639 △ 19.8

７ 農 林 水 産 業 費 75,959,104 6.2 93,870,206 7.5 △ 17,911,102 △ 19.1

８ 土 木 費 149,791,845 12.3 159,699,444 12.7 △ 9,907,599 △ 6.2

９ 警 察 費 52,018,953 4.3 52,829,340 4.2 △ 810,387 △ 1.5

10 教 育 費 178,672,350 14.7 180,786,069 14.4 △ 2,113,719 △ 1.2

11 災 害 復 旧 費 7,871,880 0.7 8,878,421 0.7 △ 1,006,541 △ 11.3

12 県 債 費 297,556,723 24.4 303,296,132 24.1 △ 5,739,409 △ 1.9

13 諸 支 出 金 150,991,122 12.4 124,662,111 9.9 26,329,011 21.1

14 予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0.0

計 1,219,659,000 100 1,259,710,000 100 △ 40,051,000 △ 3.2

　各費目（款）には、次のような経費が計上されています。

　議会費は、県議会議員の報酬、活動及び議会開催の経費が計上されています。

　総務費は、庁舎などの建設・管理、徴税、国際交流、広報、克雪対策、地域づくりな

どの地域振興、情報政策、統計及び市町村振興などの経費が計上されています。

　県民生活・環境費は、消費者行政、交通安全対策、文化振興、男女平等社会推進、消

防防災、原子力安全対策、環境企画、環境対策及び廃棄物対策などの経費が計上されて

います。

　福祉保健費は、高齢者・心身障害者・母子などの福祉対策、へき地・救急医療、結核・
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精神医療、生活習慣病対策、老人保健対策などの経費が計上されています。

　労働費は、労働者福祉対策、高齢者・心身障害者などの雇用対策、職業訓練事業など

の経費が計上されています。

　産業費は、地場産業振興、中小企業に対する融資、商工会などの指導、企業誘致、企

業診断、大型店対策、県産品販売促進、石油・天然ガス開発及び観光行政などの経費が

計上されています。

　農林水産業費は、土地改良事業、水田農業対策、米・麦・野菜・果樹などの生産対策、

畜産対策、農業団体の指導、漁港整備、水産資源の回復・管理、森林整備、林道整備及

び治山事業などの経費が計上されています。

　土木費は、道路・河川・港湾・海岸の整備・管理、ダム建設、砂防、公営住宅の建設、

下水道の整備及び公園の整備などの経費が計上されています。

　警察費は、警察署の建設・管理、交通信号機設置、非行対策、防犯対策などの経費が

計上されています。

　教育費は、高等学校の建設・管理、小・中学校教職員の給与費・指導費、特別支援学

校の管理、社会教育、文化行政及び体育振興などの経費が計上されています。

　災害復旧費は、道路、河川、港湾、農地、農業用施設、漁港、治山施設などの災害復

旧経費が計上されています。

　県債費は、県債の元利償還金、一時借入金利子が計上されています。

　諸支出金は、企業会計に対する貸付金、市町村に対する地方消費税交付金、利子割交

付金、自動車取得税交付金及び過年度支出金などが計上されています。

　予備費は、予算議決後に生じる予想されない経費に充てるために予備として予算を計

上しておくものです。

　構成内容とその推移は、次図のとおりです。
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第９図　目的別歳出予算の構成比
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 性質別にみた歳出予算

　歳出予算は、その経費を性質別に大きく分けると、人件費、需用費や旅費などの物件

費、生活保護費などの扶助費及び補助金などの補助費等からなる消費的経費、道路・橋

りょう、学校、公営住宅などの建設に要する普通建設事業費、災害復旧事業費からなる

投資的経費、地方債の元利償還のための公債費、貸付金などの金融的経費、特別会計な

どへ補充するための繰出金からなるその他の経費に区分されます。この区分による当初

予算は、次表（第９表）のとおりです。

第９表　令和２年度一般会計歳出予算（性質別）
（単位：千円・％）

区　　　　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

金　額(A) 構成比 金　額(B） 構成比 増減額(C）
(A)－(B）

増減率
(C)/(B)×100

消
　
費
　
的
　
経
　
費

人 件 費(イ) 240,171,297 19.7 243,836,350 19.4 △ 3,665,053 △ 1.5
物 件 費 32,117,894 2.6 35,076,646 2.8 △ 2,958,752 △ 8.4
維 持 補 修 費 21,150,595 1.7 19,926,252 1.6 1,224,343 6.1
扶 助 費(ロ) 7,983,861 0.7 7,918,481 0.6 65,380 0.8
補 助 費 等 304,070,644 24.9 281,039,130 22.3 23,031,514 8.2
(寄附・負担金) 1,674,299 0.1 2,060,516 0.2 △ 386,217 △ 18.7
(補助・交付金) 225,925,982 18.5 212,627,303 16.9 13,298,679 6.3
(そ の 他) 76,470,237 6.3 66,351,311 5.3 10,118,926 15.3
小 計 605,494,291 49.6 587,796,859 46.7 17,697,432 3.0

投
　
資
　
的
　
経
　
費

普通建設事業費 176,159,617 14.5 202,130,861 16.0 △ 25,971,244 △ 12.8
(補 助 事 業) 92,120,652 7.6 107,496,443 8.5 △ 15,375,791 △ 14.3
(単 独 事 業) 58,071,537 4.8 67,278,193 5.3 △ 9,206,656 △ 13.7
(直轄事業負担金) 25,967,428 2.1 27,356,225 2.2 △ 1,388,797 △ 5.1
災害復旧事業費 7,506,172 0.6 8,482,443 0.7 △ 976,271 △ 11.5
(補 助 事 業) 6,458,537 0.5 8,324,818 0.7 △ 1,866,281 △ 22.4
(単 独 事 業) 54,000 0.0 60,000 0.0 △ 6,000 △ 10.0
(直轄事業負担金) 993,635 0.1 97,625 0.0 896,010 917.8
小 計 183,665,789 15.1 210,613,304 16.7 △ 26,947,515 △ 12.8

そ
の
他
の
経
費

公 債 費(ハ) 297,001,547 24.4 302,449,416 24.0 △ 5,447,869 △ 1.8
積 立 金 2,415,528 0.2 5,251,682 0.4 △ 2,836,154 △ 54.0
金 融 的 経 費 85,660,989 7.0 106,835,136 8.5 △ 21,174,147 △ 19.8
繰 出 金 45,120,856 3.7 46,463,603 3.7 △ 1,342,747 △ 2.9
予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0.0
小 計 430,498,920 35.3 461,299,837 36.6 △ 30,800,917 △ 6.7

合 計 1,219,659,000 100 1,259,710,000 100 △ 40,051,000 △ 3.2
義 務 的 経 費
(イ)＋(ロ)＋(ハ) 545,156,705 44.8 554,204,247 44.0 △ 9,047,542 △ 1.6
（注）　投資的経費の単独事業には受託事業を含む。
　　　 公債費には県債管理特別会計繰出分含む。
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第11図　性質別歳出予算の構成比
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　令和２年度当初予算の消費的経費は、歳出予算総額の49.6％を占め、令和元年度当初

予算（46.7％）より2.9ポイント上回っています。

　投資的経費は、予算総額の15.1％を占めており、令和元年度（16.7％）より1.6ポイン

ト下回っています。

　また、その他の経費は全体予算の35.3％を占め、令和元年度（36.6％）より、1.3ポイ

ント下回っています。

　性質別構成比の推移は、第12図のとおりです。

　また、法令などにより、その支出が義務づけられている義務的経費（人件費、扶助費、

公債費）の構成比の推移は第13図のとおりです。義務的経費は予算総額の44.8％を占め

ています。
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第12図　性質別歳出額構成比の推移（一般会計）
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　なお、令和２年度一般会計当初予算の節別の予算額は次表（第10表）のとおりです。

第10表　令和２年度一般会計歳出予算（節別）

（単位：千円・％）

区　　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　較

金額(A) 構成比 金額(B) 構成比 増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

報 酬 4,829,906 0.40 3,897,123 0.31 932,783 23.94
給 料 109,538,015 8.98 111,318,479 8.84 △ 1,780,464 △ 1.60
職 員 手 当 等 88,034,667 7.22 89,888,948 7.14 △ 1,854,281 △ 2.06
共 済 費 38,245,932 3.14 39,092,855 3.10 △ 846,923 △ 2.17
災 害 補 償 費 1,880 0.00 1,900 0.00 △ 20 △ 1.05
恩 給 及 び 退 職 年 金 142,281 0.01 171,540 0.01 △ 29,259 △ 17.06
賃 金 0.00 1,871,822 0.15 △ 1,871,822 △ 100.00
報 償 費 1,527,289 0.12 1,666,620 0.13 △ 139,331 △ 8.36
旅 費 2,304,709 0.19 2,400,179 0.19 △ 95,470 △ 3.98
交 際 費 2,813 0.00 3,517 0.00 △ 704 △ 20.02
需 用 費 12,326,920 1.01 14,043,362 1.11 △ 1,716,442 △ 12.22
役 務 費 2,708,593 0.22 3,119,811 0.25 △ 411,218 △ 13.18
委 託 料 46,427,517 3.81 46,672,293 3.71 △ 244,776 △ 0.52
使 用 料 及 び 賃 借 料 4,237,873 0.35 4,396,647 0.35 △ 158,774 △ 3.61
工 事 請 負 費 106,311,311 8.72 126,335,409 10.03 △ 20,024,098 △ 15.85
原 材 料 費 387,683 0.03 333,881 0.03 53,802 16.11
公 有 財 産 購 入 費 2,468,334 0.20 1,117,002 0.09 1,351,332 120.98
備 品 購 入 費 1,939,543 0.16 2,944,613 0.23 △ 1,005,070 △ 34.13
負担金補助及び交付金 281,375,877 23.07 270,888,082 21.50 10,487,795 3.87
扶 助 費 7,488,088 0.61 7,394,383 0.59 93,705 1.27
貸 付 金 99,076,401 8.12 120,941,553 9.60 △ 21,865,152 △ 18.08
補償補填及び賠償金 9,003,660 0.74 13,086,615 1.04 △ 4,082,955 △ 31.20
償還金利子及び割引料 205,107,773 16.82 195,470,955 15.52 9,636,818 4.93
投 資 及 び 出 資 金 0 -
積 立 金 2,415,528 0.20 5,251,682 0.42 △ 2,836,154 △ 54.00
寄 附 金 149,000 0.01 158,000 0.01 △ 9,000 △ 5.70
公 課 費 44,252 0.00 42,984 0.00 1,268 2.95
繰 出 金 193,263,155 15.85 196,899,745 15.63 △ 3,636,590 △ 1.85
予 備 費 300,000 0.02 300,000 0.02 0 0.00

合　　　計 1,219,659,000 100 1,259,710,000 100 △ 40,051,000 △ 3.18
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３　特別会計予算のあらまし

　法律又は条例の定めにより、特定の事業を行うため及び特定の歳入をもって特定の歳

出に充てるため、一般会計の歳入歳出と区分して経理を行う特別会計を13会計設置して

います。各特別会計の令和元年度当初予算額は次表（第11表）のとおりです。

　以下13特別会計の概要を説明します。

⑴　県債管理特別会計

　平成４年度以降発行の市場公募債等に係る公債費及びこれに係る積立金経理の明確化

を図るための特別会計です。

主要内容

　県債元金積立金630億8,317万円、県債元金償還金1,451億1,100万円、県債利子償還金

63億6,680万円

⑵　地域づくり資金貸付事業特別会計

　地域の持つ個性・特性を活かした「地域振興事業」等を推進するため、市町村等が行

う施設整備事業に対し資金を貸し付けるための特別会計です。

主要内容

　地域振興事業２億8,450万円

⑶　災害救助事業特別会計

　災害救助法、災害救助条例に基づく災害救助費及び「災害弔慰金の支給等に関する法

律」に基づく災害弔慰金等の支給などのための会計であり、災害救助法に基づく事業の

原資は別に設けている災害救助基金が充てられています。

主要内容

　災害救助法による救助費１億2,808万円、災害救助法に基づく基金積立金127万円

⑷　国民健康保険事業特別会計

　県が国民健康保険の財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の

確保等を行うため、市町村から徴収した納付金及び国・県が負担する公費等を財源とし

て、市町村が保険給付に要した費用等を交付するための特別会計です。

主要内容

　保険給付費等交付金1,523億1,765万円、後期高齢者支援金264億4,200万円、介護納付

金92億9,644万円
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⑸　母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子及び父子並びに寡婦に対して修学資金、

事業開始資金などの母子父子寡婦福祉資金の貸付けを行うとともに必要な指導援助を行

うことによって経済的自立と生活意欲の向上を図り、母子及び父子並びに寡婦とその扶

養する子の福祉増進を図るための特別会計です。

主要内容

　修学資金２億6,443万円、住宅資金350万円、事業開始資金437万円、就学支度資金

2,314万円、技能習得資金648万円、修業資金1,046万円、生活資金1,433万円

⑹　心身障害児・者総合施設事業特別会計

　新潟県心身障害児・者総合施設（コロニーにいがた白岩の里）の円滑な運営を図るた

め、新潟県コロニー基金を設置しており、寄附金の基金への繰入れ及び基金の果実の一

般会計繰出しなどのための特別会計です。

主要内容

　一般会計への繰出し962万円

⑺　中小企業支援資金貸付事業特別会計

　経営基盤の強化、事業の共同化等、県内中小企業者を支援するため、資金の貸付け及

び設備の貸与等の事業を行うための特別会計です。

主要内容

　小規模企業者等設備貸与事業貸付金５億円、高度化資金貸付金１億2,841万円

⑻　林業振興資金貸付事業特別会計

　林業・木材産業改善資金助成法及び林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通

等に関する暫定措置法に基づき、林業経営の基盤強化と木材の生産及び流通の合理化を

図るため、森林所有者、森林組合などに対し、林業・木材産業改善資金、木材産業等高

度化推進資金などを貸し付けるための特別会計です。

主要内容

　林業・木材産業改善資金8,000万円、木材産業等高度化推進資金8,600万円

⑼　沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計

　沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業経営等の改善、漁家生活の改善及び漁業

後継者の養成を図るため、漁業者に対し、経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業
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者等養成確保資金を貸し付けるための特別会計です。

主要内容

　経営等改善資金4,500万円、青年漁業者等養成確保資金1,500万円

⑽　県有林事業特別会計

　県が森林の公益的機能の充実と地域林業の振興を目的に、「県有林」及び私有地に地

上権を設定して森林を造成する「県行造林」の植栽、保育、伐採などの事業を行うため

の特別会計です。

主要内容

　第１次県行造林管理費434万円、明治百年記念造林管理費5,920万円、県有林管理費

165万円、第３次県行造林管理費567万円、実験展示林管理費12万円

⑾　用地先行取得事業特別会計

　日本海沿岸東北自動車道（朝日温海道路）に係る事業用地について、県が先行取得し

た土地を国へ売却し、県債費を償還するための特別会計です。

主要内容

　県債費３億500万円

⑿　都市開発資金事業特別会計

　都市計画決定された道路等予定区域内の土地について、土地所有者からの買取り請求

に基づき用地買収するための特別会計です。

主要内容

　管理費192万円、繰出金５億8,888万円

⒀　港湾整備事業特別会計

　地方財政法の趣旨に沿い、埋立事業及び荷役機械、上屋、倉庫を使用させる事業を一

般会計から分離して経理するための特別会計です。

主要内容

　港湾施設整備12億2,700万円
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第11表　令和２年度特別会計予算

（単位：千円・％）

会　計　名 令和２年度
当初予算額(A)

令和元年度
当初予算額(B)

比　　　　較
増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

県 債 管 理 214,581,003 231,652,826 △�17,071,823 △� 7.4
地域づくり資金貸付事業 580,894 2,101,297 △� 1,520,403 △� 72.4
災 害 救 助 事 業 628,219 1,057,596 △� 429,377 △� 40.6
国 民 健 康 保 険 事 業 189,977,373 189,234,482 742,891 0.4
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 334,022 379,261 △� 45,239 △� 11.9
心身障害児・者総合施設事業 9,622 8,010 1,612 20.1
中小企業支援資金貸付事業 1,073,213 1,046,045 27,168 2.6
林 業 振 興 資 金 貸 付 事 業 212,693 257,971 △� 45,278 △� 17.6
沿岸漁業改善資金貸付事業 111,059 81,181 29,878 36.8
県 有 林 事 業 158,539 148,426 10,113 6.8
用 地 先 行 取 得 事 業 305,018 739,000 △� 433,982 △� 58.7
都 市 開 発 資 金 事 業 590,794 526,617 64,177 12.2
港 湾 整 備 事 業 3,371,144 3,544,653 △� 173,509 △� 4.9

計 411,933,593 430,777,365 △ 18,843,772 △ 4.4



第２　令和２年度主要事業のあらまし
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ʲᶗ �̓ શに҆心しͯ らͤるɺら

しす͍৽ׁʳ

҆શに҆心しͯらͤる৽ׁ１
⑴�　一ஈՃした災・ݮ災対ࡦの推ਐ

ᶃ　県民の໋ͱらしΛकる一ஈՃした災・ݮ災対ࡦの推ਐ

新 防災リーダー育成事業 1,300千円

 河川視体制の強化 66,000千円（２月಄含む）

拡 ߽Ӎ時の主体的なආ難行動支援事業 56,000千円

৽� 災害ใୡڧԽ事業� 3���ઍԁ

新 総合防災情報γステム機能強化費 32,241千円

 広域河川改修費 10,825,825千円（２月಄含む）

 治水ダム事業費 3,058,479千円

 通常砂防費 3,148,657千円（２月಄含む）

 防災・減災対策農業水利施設点検・調ࠪ計画事業 750,000千円

 ブロックญ等安全対策支援事業 10,000千円

ᶄ　災・ػة管理ମ੍のڧԽ

新 ૺ難者ࡧ強化支援事業 326千円

拡 新潟県地震被害想定調ࠪ事業 64,956千円

 総合災害対策事業 6,572千円

拡 災害ݣ精神医療νーム(DPAT)体制整備事業 4,350千円

 災害医療教育協働推進事業 4,300千円

 被災者生活再建支援γステム維持管理費 19,009千円

ᶅ　県民の災ҙࣝ・地域災ྗの্�

新 「ੈքの日」高校生サϛットの開催 37,334千円

 ए者等防災意識向上事業 1,190千円

拡 地域防災力向上の取組 4,000千円

 防災意識ܒ発事業 4,191千円

⑵　҆શ・҆心ͳ地域Λ支 る͑ج൫づくり�

ᶃ　Πϯϑϥ施設ٴͼ公ڞ施設の҆શの֬保�

 道路の適切な維持管理 3,573,975千円

 社会資本長ण命化対策費 921,127千円

 団体営農業水利施設安全対策推進事業補助金 233,191千円

 県有財産処分促進費 488,769千円

 県立学校の大規模・耐震改修の推進̡ 再ܝ  r2,132,718千円（２月಄含む）

 特別支援学校老朽校舎全面改築費̡ 再ܝ  r 3,066,022千円

ᶄ　҆શͰշదͳৗੜ׆Λ࣮現するࣾ会ج൫の整備 

 きめ細かな道路整備の推進 13,396,750千円（２月಄含む）

 河川・海岸施設の機能保全の推進 2,633,155千円

ᶅ　地域Λ支 る͑ݐ設࢈業の振興�

৽� ࣾ会ج൫整備ڧԽに͚たٕज़・๏の࣮ূ�10000ઍԁ

 建設業活性化支援事業ʲ一部再ܝ  r24,566千円

 建設産業人材確保・育成緊急対策事業 16,218千円

 ICT活用工事の普及促進̡ 一部再ܝ  r 3,377千円

 新技術普及・活用促進事業 21,043千円

 収益力に優れた企業の育成 －

�の推ਐࡦ子ྗ災対ݪ　⑶

 ３つの検ূを総ׅする委員会の開催 3,496千円

 原発事ނ原Ҽの検ূ 13,291千円

 原発事ނによる健康・生活への影響の検ূ 13,548千円

 原発事ނ時における安全なආ難方法の検ূ 6,138千円

第２　令和２年度ओཁ事業のあらまし
➤ ˙�事業介　新�新規事業
　 拡�拡充事業　
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拡 原子力防災訓練の実施 35,000千円

 視施設設備等整備費 524,481千円

 ദ࡚מӋ原子力防災センター維持管理費 21,460千円

 原子力防災対策費 297,668千円

 ์ࣹઢ防護施設維持管理費 24,908千円

⑷　҆શͰ҆心ͳまͪづくり�

ᶃ　൜ࡑのͳ͍҆શͰ҆心ͳࣾ会の࣮現�

新 火リレー警備対策費 19,714千円 

 サイバー犯ࡑ対策費 5,906千円

 ົ高警察署建築費 587,026千円

 ೆڕপ警察署建築費 125,803千円

ᶄ　ঁ性・子ͲͳͲの҆શの֬保ͱඃ害者支援 

新 児童相ஊ所（一時保護所）の環境整備̡ 再ܝ  r 19,765千円

新 犯ࡑ被害者等支援条例制定の検討 804千円

　令和元年度、防災・減災対策の新たなステージに向けた検討会議を受け、県民

がハβーυ情報やආ難情報を手軽に確ೝすることができるスマートフΥン用アプ

リ「新潟県防災ナビ」をリリースしました。今年度は、新たなコンテンツとして、

想定最大規模降Ӎに基づくਁ水想定区域（県内103河川）、ため決壊時のਁ水想

定区域（防災ため686Օ所）をࡌܝします。

災害ใୡڧԽ事業

災害情報伝達強化事業 

 

 令和元年度、防災・減災対策の新たなステージに向けた検討会議を受け、県民がハ

ザード情報や避難情報を手軽に確認することができるスマートフォン用アプリ「新潟

県防災ナビ」をリリースしました。今年度は、新たなコンテンツとして、想定最大規模

降雨に基づく浸水想定区域（県内１０３河川）、ため池決壊時の浸水想定区域（防災た

め池６８６箇所）を掲載します。 
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 地域の防犯力向上推進事業 10,000千円

 安全・安心なまちづくり推進事業̡ 一部再ܝ  r3,782千円

 子どもをकる活動強化事業 35,278千円

৽� %7ඃ害者ηʔϑςΟωοτڧԽ支援ύΠϩοτ事業��0�1ઍԁ

ᶅ　ফ費者ඃ害のࢭͱফ費者ڭҭの推ਐ�

拡 消費者行政強化事業 21,329千円

 市町村消費者行政強化事業 49,445千円

ᶆ　交通҆શ対ࡦの推ਐ�

 高齢者交通事ނ防止対策の取組 1,690千円

 地域の移動手段確保支援事業̡ 再ܝ  r 38,200千円

 交通安全施設整備費 1,481,238千円

 安全・安心緊急施設整備費 30,064千円

新 運転໔許センター上越支所移転費 1,090,827千円

ᶇ　৯の҆શ・҆心の推ਐ�

拡 HACCP導入強化事業 3,295千円

 ৯の安全・安心推進事業 14,758千円

新 C4'緊急対策特別事業ʲ再ܝ  r 66,375千円

 GAP実ફからはじめる農業発展支援事業 5,500千円

⑸　๛͔ͳࣗવ・ڥの保શͱະདྷのܧঝ�

ᶃ　人ͱࣗવ͕ڞੜするらし�

拡 にいがたの生物多様性保全普及ܒ発事業 900千円

拡 トキ野生復帰推進事業 3,552千円

　県内における社会基盤や公共インフラ等に係る課題に対し、当該課題をղ決す

るための技術や工法について、県内企業や県内大学等と連携し、検ূ及び実ূ

を行い、将来にわたり計

画的・効率的に業務を進

めていく有効な手法を生

み出すことで、災害に強

い県土づくりを目指しま

す。

ࣾ会ج൫整備ڧԽに͚たٕज़・๏の࣮ূ

 

                          

                        

 

                         

                         

                         

             

 

 

 

 

 

♫会基┙ 
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県・県内業・県内大Ꮫ➼の㐃ᦠ 

ຠᯝⓗなᢏ⾡・ᕤἲ 

ᕤἲ ᢏ⾡ 

検ド 
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拡 有害鳥獣対策の取組 49,203千円

 自然環境を支える地域づくり事業 2,086千円

ᶄ　࣋ଓՄͳڥづくり�

 地域気ީ変動適応策検討事業 1,119千円

 低ૉ社会の構築推進事業 11,634千円

 トリクロロエνレン等有害物質対策強化事業 6,949千円

 新潟県Ԛ水処理広域化・共同化計画策定費 6,000千円

ᶅ　資ݯΛେにする॥ܕの地域ࣾ会づくり

 上越地区廃棄物広域最終処分場整備事業 11,443千円

 ゴϛゼロ社会を目指した資源॥環の推進 36,639千円

⑹　፮கのશ໘ղ決に͚た取�

 ፮致被害者等支援事業 7,700千円

 帰国被害者等自立・社会適応促進事業 2,300千円

県民す͕ͯੜ͖ੜ͖ͱら
ͤる৽ׁ２

⑴　地域ҩྍの֬保ͱʮ健康ཱ県ʯの࣮現�

ᶃ　県民の健康づくりの推ਐ�

 健康立県プロϞーγϣン事業 13,018千円

৽� ࣗવに健康ͳ৯事͕Ͱ͖るڥづくり事業� ����ઍԁ

新 働くੈ 代へのがん対策事業 1,447千円

新 受動喫Ԏ対策事業 1,390千円

者力被害者等支援の充実を図り、地域社会におけるセーۮ民が連携した配　

フテΟωット機能の強化を目的として、市町村に対し、Ｄ̫被害者を支援する民

間γェルター等の先進的な取組を促進するための経費を支援します。

̙̫ඃ害者ηʔϑςΟωοτڧԽ支援ύΠϩοτ事業 
ＤＶ被害者等セーフティネット強化支援パイロット事業 

 
ᐁ民が㐃ᦠした㓄അ⪅ᭀຊ⿕害⪅➼ᨭのᐇをᅗࡾ、ᆅ域♫会に࠾けるࢭ

ーフテࢵࢿトᶵ⬟の強化を┠ⓗとして、ᕷ⏫ᮧに対し、㹂㹔⿕害⪅をᨭする

民㛫ࢱ࢙ࣝࢩー➼のඛ㐍ⓗなྲྀ⤌をಁ㐍するための⤒㈝をᨭします。 
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新 健康経営推進企業における取組成果の見える化 1,182千円

生活習慣病重化予防ωットϫーク事業 2,679千円

 おとなのσンタルϔルスサポート事業 2,639千円

 がん予防総合センター設備整備事業 97,167千円

ᶄ　地域Ͱ҆心しͯ ҩྍ͕ड͚らΕるମ੍の整備

 小児医療提供体制強化事業 6,140千円

新 小児医療機能強化基金の設置̡ ２月補正  r200,000千円

 地域中核病院機能強化支援事業 426,577千円

アウトリーν（訪問）支援事業̡ 再ܝ  r 12,079千円

新 ࣬病フレイル対策検ূ事業 3,700千円

 県ԝ基װ病院建設事業 25,447千円

病院の運営 1,722,496千円װপ基ڕ 

　県では、全国トップクラスの健康ण命が確保され、すべてのੈ代が生き生きと

暮らせる「健康立県」の実現を目指しています。

　そこで、県内スーパー等と連携して、健康に配慮した菜など「中৯」の登録・

提供を行い、県民がいつでも健康に配慮した৯を手に取ることができる環境づく

りを推進します。

ࣗવに健康ͳ৯事͕Ͱ͖るڥづくり事業

㛤ദࡢ୰㣗᥎㐍㆟ࡓࡋ㓄៖ᗣۑ
ᗣに㓄៖した⳯➼の「୰㣗」をⓏ㘓し、㈍

にࡘなࡆるため、ᰤ㣴ᡂศの基‽（㸸ሷศ᥍
て検討࠸ࡘめ）や㣗に㛵する㐺ษな情報ᥦ౪に࠼
ᬑཬⓏ㘓ࡢ୰㣗ࡓࡋ㓄៖ᗣۑ
᥎㐍会議で決定した基‽に基づき、୰㣗のⓏ㘓

やⓏ㘓ၟရをᬑཬࡏࡉるためのࣕ࢟ン࣌ーン㛤ദ
ᐇࡢ⫱ᩍࡧᗈሗཬࡿࡍ㛵㣗࡞ᗣۑ
Ⓩ㘓ၟရを㈍して࠸るスーࣃーと㐃ᦠし、

ᗣに㓄៖した୰㣗のᗈ報やᗣᩍ⫱のᐇ

商品
登録

自然に健康な食事ができる環境

᪂₲┴ ット等ࢣー࣐ーパーࢫ

┴Ẹ

健康教育の実施
健康情報の提供

健康情報の入手 登録商品の販売

登録商品の購入

健康づくりの県民運動「ヘルスプロモーションプロジェクト」

事業ෆᐜ

࠙┠ⓗࠚ
ᅜトッࡢࢫࣛࢡࣉᗣᑑࡀ☜ಖࡢ࡚ࡍࠊࢀࡉୡ௦ࡁ⏕ࡁ⏕ࡀᬽࡿࡏࡽᗣ❧┴ࡢᐇ⌧

ࠚࣥ࢞ローࢫ࠙ ࠙ロ࣐ࢦーࠚࢡ
᪂₲┴ࢳࣔࢆࢳࢱ࢝ࡢーフ
➗㢦ࡀ┴Ẹᗈࢆࡇࡿࡀ⾲⌧

࠙テーࠚ࣐

ᒎ㛤ࢆࡾࡃᗣู࡙࣐テーࡢࡘ㸳㍈ࢆᖾ⚟ᗘ࣭ࠖ࠸ࡀࡁ⏕ࠕ 㣗⏕ά 㐠ື たࡤこ ᪩ᮇⓎぢ
᪩ᮇ受デ

ࣝࢱンࢹ
アࢣ

⏕きが࠸・ᖾ⚟度

㣗⏕άྲྀࡢ⤌

申請

㛤ദࡢ୰㣗᥎㐍㆟ࡓࡋ㓄៖ᗣۑ
ᗣに㓄៖した⳯➼の「୰㣗」をⓏ㘓し、㈍

にࡘなࡆるため、ᰤ㣴ᡂศの基‽（㸸ሷศ᥍
て検討࠸ࡘめ）や㣗に㛵する㐺ษな情報ᥦ౪に࠼
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 十日町病院改築事業 3,046,843千円

ᶅ　地域ҩྍΛ担͏ҩޢ・ࢣ৬һの֬保�

拡 医ࢣ養成修学資金貸与事業 408,639千円

 医ࢣ・臨চݚ修医招へい総合支援事業 38,091千円

 地域医療支援センター運営事業 26,328千円

 ઐݚ修の体制整備支援事業 10,680千円

 女性医ࢣサポート事業 4,000千円

新 医学部合格のための学力向上特別講࠲ －

拡 医ࢣ招へい・へき地医療支援事業 5,574千円

拡 ए手医ཹࢣ学ݚ修支援事業 22,374千円

新 県立十日町看護ઐ学校の開校・運営 105,228千円

 看護職員6ターン・県内就業促進事業 24,572千円

拡 看護職員県内定着促進事業 12,283千円

拡 看護職員就業支援等対策推進事業 43,868千円

ᶆ　ॅみ׳Εた地域Ͱੜ׆Ͱ͖る高ྸ者福祉の推ਐ

 地域แׅέアγステム構築市町村支援事業 15,120千円

拡 介護予防市町村支援事業 16,875千円

 ೝ高齢者介護支援事業 70,568千円

 明るい長ण社会づくり事業 52,779千円

 女性・高齢者等新規就業促進プロジェクト̡ 再ܝ  r16,319千円

 高齢者福祉施設の整備支援 3,241,044千円

ᶇ�　ʮ健康ण໋Ԇ伸ʯͱʮ࠷善のέΞ・αϙʔτʯ

Λ࣮現するたΊの৽ੈใج൫の構ங

拡 にいがた新ੈ代ϔルスέア情報基盤推進事業 179,884千円

新 検診・保険請求σータを活用した市町村Ϟσル事業の実施 10,000千円

⑵　子ͲΛੜみҭͯす͍ڥの整備�

ᶃ　͔݁ࠗら出࢈ɺ子ҭͯまͰのرΛ͔ͳ る͑Ε目ͳ͍支援�

 「あなたのࠗ活」応援プロジェクト 45,288千円

拡 少子化対策に係る企業等との協働の仕組み構築事業 17,320千円

 地域の子育て力育成事業 14,756千円

 子ども・子育て支援の推進 13,979,815千円

 未満児・障害児等保育の支援 821,486千円

拡 高校生を対象とした保育現場体験機会の創出 1,517千円

 子育てੈ代แׅ支援センターの取組支援 34,351千円

 生֔を通じた女性の健康支援事業 6,031千円

 周産期医療対策事業 224,016千円

 不治療費助成事業 250,349千円

 子ども医療費助成等交付金 1,380,447千円

 小児医療提供体制強化事業̡ 再ܝ  r 6,140千円

拡 医療的έア児への支援体制の整備̡ 再ܝ  r31,505千円

 男性の育児ٳ業取得促進事業̡ 再ܝ  r9,000千円

ᶄ　特別ͳ援助Λඞཁͱする子ͲՈఉの支援�

新 児童相ஊ所（一時保護所）の環境整備 19,765千円

 里活動強化支援事業 12,059千円

 児童相ஊ所心理判定機能強化事業 11,480千円

 児童相ஊ所一時保護所学習支援員配置事業 3,126千円

ᶅ　子Ͳのශࠔ対ࡦの推ਐ�

 ひとり家ఉの子どもへの学習等支援事業 12,137千円

 母子家ఉ等自立支援事業 11,294千円

 新潟県給付型奨学金̡ 再ܝ  r 32,400千円

 奨学給付金̡ 再ܝ  r 583,390千円

⑶　ॅみ׳Εた地域Ͱཱࣗしたੜ͕׆ଓ͚らΕる福祉の充࣮�

ᶃ　障害者のཱࣗͱࣾ会ࢀՃの支援の充࣮�

拡 手普及推進事業 12,961千円

 介護給付費等負担金 9,559,763千円

拡 医療的έア児への支援体制の整備 31,505千円

 アウトリーν（訪問）支援事業 12,079千円

 重度心身障害者医療費助成事業 1,569,120千円
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拡 高等学校インクルーγブ教育支援事業̡ 再ܝ  r 3,998千円

 特別支援学校高等部生ె共生社会推進強化事業 79,992千円

拡 ܳ術文化活動やスポーツ参加の支援 39,954千円

拡 障害者雇用促進能力開発事業 101,599千円

 त産活動プロσϡース事業 14,361千円

ᶄ　福祉Λ支 る͑人づくりのମ੍の整備�

 介護職員の処遇改善・参入促進 123,983千円

৽� ֎国人հޢ人ࡐのड入・定ண支援� 2�1��ઍԁ

拡 介護助手確保支援事業 14,215千円

拡 介護ロϘット導入支援 42,991千円

 介護福祉士等修学資金等貸付事業 12,097千円

 保育士等キャリアアップݚ修事業 9,180千円

ᶅ　県民ӡಈͱしͯ のࣗࡴ対ࡦの推ਐ�

 地域自ࡴ対策緊急強化事業 149,477千円

ᶆ　人ͱࣂཆ Ε͞るಈ͕ڞにͤにらす͜ Ζ͜๛͔ͳࣾ会の࣮現�

 人と動物の共生するくらしづくり事業 915千円

 動物Ѫ護ϘランテΟア事業 1,476千円

　介護福祉士資格取得を目指す外国人ཹ学生に、奨学金等の給付等を行う介護事

業所を支援します。

　また、介護事業所が行うコϛϡニέーγϣンݚ修等を支援するとともに、外国

人介護人材の定着に向けた集合ݚ修を実施します。

֎国人հޢ人ࡐのड入・定ண支援

EPA（経済連携協定） 在留資格「介護」 技能実習制度 特定技能

就
業
促
進

定
着
促
進

【修学中の学費等の⽀援】

＊外国⼈留学⽣奨学⾦等⽀援事業

(＊介護福祉⼠等修学資⾦貸付事業【継続】)

【情報提供】＊外国⼈介護⼈材受⼊⽀援セミナー

【研修への⽀援】
(＊外国⼈介護福祉⼠候補
者受⼊施設⽀援事業【継
続】)

【研修への⽀援】＊外国⼈介護⼈材受⼊施設環境整備事業

【資質向上のための研修】
＊外国⼈介護⼈材定着⽀援研修事業
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୭͕ࣾ会ࢀըͰ͖る৽ׁ３
⑴　୭͕ݸ人ͱしͯ ଚॏ Ε͞ɺڞにら るͤࣾ会の࣮現�

 地域共生社会実現に向けた基盤の構築支援 10,620千円

 人権施策総合推進費 24,741千円

拡 民生委員・児童委員活動費 217,049千円

拡 新潟水ມ病地域福祉推進事業 304,421千円

 生活ځࠔ者自立支援事業 24,693千円

 ひとり家ఉの子どもへの学習等支援事業̡ 再ܝ  r 12,137千円

 奨学給付金̡ 再ܝ  r 583,390千円

労者生活安定資金貸付金 新規融資枠20,000千円ۈ 

�ըࣾ会の࣮現ࢀಉڞ　⑵

ᶃ　உঁ͕ڞにࢀըしଟ༷ͳੜ͖方͕બͰ る͖ࣾ会づくり 

 にいがた女性活躍推進事業 11,500千円

 男女平等推進相ஊ員配置事業 7,687千円

 ハッピー・パートナー企業登録の促進̡ 再ܝ  r 472千円

 女性・高齢者等新規就業促進プロジェクト̡ 再ܝ  r16,319千円

新 次期新潟県男女共同参画計画策定事業 1,686千円

 育児等྆立再就職支援事業̡ 再ܝ  r 19,602千円

ᶄ　県民のࣾ会׆ಈࢀՃͱଟ༷ͳओମのڠಇにΑるڞ助ࣾ会の࣮現�

 社会活動促進事業 5,985千円

 地域の子育て力育成事業̡ 再ܝ  r 14,756千円

ʲᶘ �地域経͕ࡁ元ؾͰྗ׆のある

৽ׁʳ

ଟ༷ͳ人จԽ͕交ΘるΘ
͍のある৽ׁ１

⑴　ଟ༷ͳ地域資ݯΛ͔׆した交ྲྀ人ޱの֦େ�

ᶃ　国内֎に通用するັྗあるޫ؍地づくりͱ発৴にΑる༠٬推ਐ�

新 観光消費額向上Ϟσル事業 13,467千円

新 ϫーέーγϣン体験プログラム実ূ事業̡ 再ܝ  r2,640千円

 着地型旅行商品販売促進事業 9,855千円

拡 新潟観光ブランυ情報発信強化事業 45,600千円

拡 日本海美৯旅（ガストロノϛー）地域ブランυ創出事業 8,000千円

 着地型観光支援事業 17,440千円

ᶄ　֎国人٬ޫ؍の༠கの推ਐ�

֦� εϊʔϦκʔτ৽ׁଅਐ事業� 3��00ઍԁ

拡 アセアン訪日市場プロϞーγϣン事業 7,770千円

新 インバウンυ二次交通整備推進事業 2,300千円

拡 広域プロϞーγϣン強化事業 18,751千円

新 訪日教育旅行誘致推進事業 3,250千円

 広域観光案内機能の強化 13,088千円

ᶅ　εϙʔπͱจԽΛ͔׆した地域づくりにΑる交ྲྀ֦େ 

拡 東京オリンピック・パラリンピック新潟県活性化推進費 135,104千円

新 2020年東北・新潟の情報発信ڌ点事業 21,250千円

新 東京オリンピック・パラリンピックをܖ機とした情報発信事業 5,500千円

新 ೄ文からつづく文化のັ力体験・発信事業 26,271千円

金銀山ੈքҨ産登録推進 112,708千円ࠤ 

新 ࠤ金銀山を核とした交流人口拡大事業 10,000千円

�ͱ౦ΞδΞΛ͡Ίͱするॾ֎国ͱの交ྲྀの推ਐ্性のڌͳるߋ　⑵

ᶃ　ߋͳるڌ性্に͚た交通ωοτϫʔΫの整備�
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拡 国際ઢ新規就航促進事業 65,040千円

 国際ઢ利用促進事業 44,300千円

 新潟空港北東アジア路ઢ活性化事業 15,159千円

 ハブ空港接続強化事業 9,359千円

 国内ઢ利用促進事業 33,689千円

 新潟空港アクセス改善プロジェクト事業 52,806千円

 新潟空港の活性化検討費 1,633千円

 Ӌ越新װઢ早期実現推進事業 2,349千円

 在来ઢ高速化推進事業費 2,017千円

新 新ϞビリテΟサービス導入推進事業̡ 再ܝ  r 14,797千円

 県内港コンテナ՟物利用拡大支援事業 152,426千円

 クルーζધ誘致推進事業 17,493千円

拡 万代島に͗わいみなと創造事業̡ 再ܝ  r 14,084千円

拡 都市間高速交通ωットϫーク形成検討事業 36,316千円

 地域高規格道路整備計画調ࠪ費 51,000千円

 日本海沿岸東北自動車道（朝日温海道路）の整備促進 4,300,000千円

ᶄ　౦ΞδΞΛ͡Ίͱするॾ֎国ͱの交ྲྀの推ਐ�

 多文化共生総合相ஊϫンストップセンター運営事業 13,772千円

拡 各国との༑好交流の推進 15,326千円

 外国人ཹ学生拡大支援事業 20,262千円

 日本人ཹ学生拡大支援事業 1,000千円

拡 北東アジア市場開拓支援̡ 一部再ܝ  r22,677千円

拡 東ೆアジア市場開拓支援事業̡ 再ܝ  r15,153千円

 海外ビジωスサポートσスク運営事業̡ 再ܝ  r 8,000千円

 海外展開加速化支援事業̡ 再ܝ  r 136,550千円

　新潟県は、ੈք的にも有名なスノーリκートを有しており、ウΟンタースポー

ツを目的に県内を訪れる外国人観光客が

年ʑ増加しています。2022年には、北京ౙ

、オリンピックの開催が予定されておりق

ウΟンタースポーツに関心が高まっている

中国、߳港などを対象に、「スノーリκー

ト新潟」を前面にଧち出した重点的なプロ

Ϟーγϣンを展開します。

　現地説明会などのプロϞーγϣン活動や

̨̨̣等での情報発信の強化に加え、ス

キー場と周辺観光地をつな͙二次交通など

の受入体制を整備します。

εϊʔϦκʔτ৽ׁଅਐ事業

ӳޠύϯϑϨοτ（表ࢴ）
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のある৽ׁ２ྗ׆
⑴　ઓする人企業͕ੜまΕɺूまるڥの整備�

ᶃ　ى業・業の推ਐ�

֦� に͍͕たελʔτΞοϓ推ਐ事業� ��1��ઍԁ

新 ビジωスベンνャリングラϘ事業 3,607千円

新 起業家支援オンラインコϛϡニテΟ形成事業 9,756千円

新 起業家支援コϛϡニテΟ形成事業 20,241千円

新 県外スタートアップڌ点等連携事業 9,260千円

拡 起業νャレンジ応援事業 87,000千円

 6・Iターン創業応援事業 55,000千円

　起業家のステージに合わせた一؏した支援ϝニϡーの提供により、成長性の高

い起業家の発۷・育成を目指します。

　具体的には、起業前の支援として大学と連携した高度な起業家教育の提供、起

業初期の支援として引き続き県内各地でのスタートアップڌ点の設置、起業初期

から成長期にかけての支援として起業家が時間や場所を気にせず支援を受けられ

る起業家支援オンラインコϛϡニテΟの形成等を実施します。

に͍͕たελʔτΞοϓ推ਐ事業

成長戦略（起業・創業【意欲ある・挑戦する人等への支援】）

୰᰾ᣐⅬ

ノウハウ
提供・
ﾈｯﾄﾜｰｸ形成

㸺Ẹ㛫ࢱࢫートッࣉ�68�ᣐⅬࡢᶵ⬟ࠊᙺ㸼

ۑ ㉳業・業⪅➼のὶのሙ
ۑ ㉳業、⤒Ⴀに㛵ࢃる࣓ンࢱリンࢢ
ۑ ビジࢿスアࢹア、࣋ࣀーࣙࢩン
スࣂのアド

ۑ ㈨㔠ࢽーࢬ、ἲⓗ、▱ⓗ㈈⏘㛵㐃➼
の┦ㄯ対ᛂ

OJDP¥ࢼᄇࠝ߶˺୰ঝഐなл
286のઉ۫ࠝ߶でఴЫる
「ಳࢢઉ۫プҹғトҥѹーҰ」

౮ࠫܪࢢなл3:Ⴌにњる
「ҭートҝғトҿーク҅ܪࢢࠫ」

民ߴスҏートѲғプผ
̢ޣ˺۱˺ਆห˺ຶඬ̣

民ᆪऀにњるߏ
ઉ۫ഐయのఌ௲ࢢಳ˾ࢢࠫ

２

㸺㹑㹓ᣐⅬࢆ᰾ࡓࡋ㉳業支援ࢆᣑ࣭強化㸼

SN@P
(新潟市)

taneCREATIVE
(佐渡市)

マグネット
(燕市)

asto
(十日町市)

͕ スҏートѲғプ)TV*ผѤވନ
 ψผѤܥЩ˺όผഐయѤઈЫ

͕ ഩޘкᆪऀЩбีなࠫڏܪࢢのࡻ

͕ でєঈᅘできるߴ൯ޖкઉ۫ૢ๕が۷ܪࢢࠫ
ѺンҹѴン҃үҵқҖѳѤࣹఴ

͕ ଁะय๕でިფЫる଼ޣ௰の૱ईૢۈ๕Ѥ
ұンҏーкЩиᩕ  ϧϩผъ൶

͕ ମോϥϫϧѤсЪѓкЩбଁะय๕のϧϩผ
кєᆪऀ  ࿑ডЖҝғトҿークൻ

高成長につながる
起業・創業を後押し

SUメンター
と連携して
創業資金も
提供
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 中小企業創業等支援資金 新規融資枠51億円

拡 事業ঝ継推進事業 52,407千円(※/IC0の国事業受託分を含む)

 経営革新型事業ঝ継応援事業 6,000千円

ᶄ　ҙཉある企業の支援にΑる県内࢈業の׆性Խ

新 中核企業等成長促進事業 7,680千円

 生産性革新等ઓ投資促進事業 325,000千円

 にいがた産業創造機構事業推進費 205,911千円

 関情報発信ڌ点でのઓུ的情報発信 49,437千円

新 地場産業新展開支援事業 40,000千円

 地域中核企業国内販路開拓促進事業 57,000千円

拡 未来創造産業立地促進補助金̡ 再ܝ  r338,393千円

新 有望品目海外販路開拓事業 5,500千円

新 中国市場販路開拓・拡大支援事業 2,790千円

拡 東ೆアジア市場開拓支援事業 15,153千円

新 新潟清酒海外展開支援事業 4,000千円

 海外展開加速化支援事業 136,550千円

 海外ビジωスサポートσスク運営事業 8,000千円

 新潟県外国人材受入サポートセンター運営事業 18,250千円

ᶅ　࠶ੜՄ・ੈ࣍ΤωϧΪʔの׆用ଅਐ�

新 自然エωルΪーの島構想事業 47,981千円

 風力発電に係るκーニング導入実ূ事業 39,997千円

 新エωルΪー産業܈形成事業 37,400千円

 ϝタンハイυレート資源開発促進事業 4,000千円

拡 小型燃料電('C)バス導入支援事業 376,200千円

新 'CフΥークリフトϞニター事業 6,000千円

拡 再生可能エωルΪー設備導入促進事業 31,220千円

 地域再生可能エωルΪー面的活用促進事業 5,179千円

ᶆ　成࢈業の出・ҭ成�

৽� �用Ϗδωε出事業׆)５ 20�00ઍԁ

新 先技術活用推進事業 5,000千円

新 防災産業クラスター形成事業 9,461千円

 AI・I̾ ̩活用ビジωス創出事業 24,959千円

 イノベーγϣン推進事業 155,700千円

 次ੈ代産業技術創出支援事業 39,895千円

 航空機産業参入推進事業 16,493千円

 医療機ثビジωス参入支援事業 7,974千円

⑵　ଟ༷ͳޏ用のの֬保ͱಇ ͖す͍ڥづくり�

ᶃ　ັྗあるଟ༷ͳޏ用のの出ͱใ発৴にΑるϚονϯάڧԽ�

৽� ̞̩ 人֬ࡐ保ϓϩδΣΫτ事業� 30���ઍԁ

 定住促進（リブ・インにいがた)対策事業 48,349千円

 県外学生インターンγップ参加促進事業 15,403千円

 協定大学連携促進事業 1,553千円

新 新潟県出身学生ωットϫーク構築事業 845千円

拡 就職ණ河期ੈ代等の就職促進 142,681千円

 ए年者ϫンストップサービスセンター事業 3,728千円

ᶄ　企業༠கの推ਐ�

新 地域 Ｃ̞̩立地強化雇用創造事業 30,000千円

拡 未来創造産業立地促進補助金 338,393千円

৽� ̞̩ 企業༠கڌ整備ଅਐ事業ิ助金��0000ઍԁ

 本社機能移転促進補助金 50,000千円

ᶅ　୭͕׆༂Ͱ る͖ಇ͖す͍ڥづくり�

 女性・高齢者等新規就業促進プロジェクト 16,319千円

 ハッピー・パートナー企業登録の促進 472千円

 働き方改革推進事業 8,880千円

 男性の育児ٳ業取得促進事業 9,000千円

 にいがた女性活躍推進事業̡ 再ܝ  r 11,500千円

 育児等྆立再就職支援事業 19,602千円

 中高年齢者再就職支援事業 19,858千円
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　県は、第５ੈ代移動通信γステム（５G）、AI、IPT等の県内企業による活用促

進や新ビジωスの創出に向けた取組を重点的に支援し、本県の稼͙力を一高め

る施策を展開しています。

　本事業は、今後の市場拡大が見込まれる５Gを活用した新たなビジωスϞσル

への参入にઓする

県内企業を支援する

補助事業です。

　 ５Gは、 超 高 速、

超低延及び多数同

時接続が特長で、将

来的に自動運転、ԕ

ִ診療、建設機械の

ԕִૢ作などへの応

用が期待されていま

す。

用Ϗδωε出事業׆)５

㸳G ά用ビジࢿスฟ事業 
 

 県は、➨ 5 ୡ௦⛣ື㏻ಙࢩステ࣒（㸳G）、AI、IoT なの ICT ศ㔝をᡂ㛗⏘業として

掲ࡆてࡾ࠾、こࡽࢀのᡂ㛗ᛶがぢ㎸まࢀるศ㔝を୰ᚰに、ᮏ県の✌ࡄຊを୍ᒙ㧗める策

をᒎ㛤して࠸ます。 

ᮏ事業は、ᕷሙのᣑ大がぢ㎸まࢀる㸳G をά用した新たなビジࢿスࣔࣝࢹのཧධにᣮ

ᡓする県内業をᨭすることを┠ⓗとする⿵ຓ事業です。 

㸳G は㉸㧗㏿、㉸ప㐜ᘏ、ከᩘྠ時᥋⥆が≉㛗で、ᑗ᮶ⓗに⮬ື㐠㌿、㐲㝸デ⒪、ᘓタ

ᶵᲔの㐲㝸᧯సなのᛂ用がᮇᚅࢀࡉて࠸ます。 
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拡 障害者雇用促進能力開発事業̡ 再ܝ  r 101,599千円

⑶　付ՃՁの高͍࣋ଓՄͳ林ਫ࢈業の࣮現�

ᶃ　担͍ख͕কདྷలΛͯͬ࣋ 経ӦͰ る͖業のల開�

拡 園ܳ振興基本ઓུ推進事業 7,374千円

　ए年IT人材の育成・確保にターήットをߜった雇用対策に重点的に取り組み、

ए年者の県内就職及び6・Iターン就職の促進を図ります。

　県が運営する「新潟企業情報ナビ」内に新たにIT関連の情報提供に特化した

ϖージを設け、県内外のIT人材へ情報発信を強化するほか、県内IT企業とIT人

材のマッνングイベントの開

催、自社でݚ修を実施すること

がࠔ難な県内中小IT企業のIT

業務未経験者を対象とした技能

習得に係る合同ݚ修等を行いま

す。

*5人֬ࡐ保ϓϩδΣΫτ事業

事業εΩʔϜ図

ϗϱφͶࢂՅ

業ͳϗϱφͲճ͑ة

γφͲٽ⼈ๅΝݡͱ

Ⴤנٳ˰

+6ಅѦኺ᬴ᎍ
Ⴤנٳ˰

+6ಅѦசኺ᬴ᎍ

Ⴤϋנ˰

+6ಅѦசኺ᬴ᎍ

Ⴤϋנ˰

+6ಅѦኺ᬴ᎍ

Ⴤϋ᳃˖ಅƴݼᎰ

ʴの育

情報等Ͷͯ͏ͱの情報৶γφ⼈ٽ業情報ʀةd/಼ݟ
ʤة׃業情報ψϑ಼ͶوϘʖζΝࡠʥ

Ϝροϱήϗϱφ

/d�業ແາݩܨ者向͜ಋ研修

*5企業合ಉݚम
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拡 園ܳ振興基本ઓུ推進総合対策事業 391,089千円

 水田への園ܳ導入に向けた技術的支援 13,634千円

 新たな米政策に対応する新潟米総合生産対策 44,316千円

新 スマート農林水産業推進プラットフΥーム事業 2,164千円

৽� Ԃ֦ܳେεϚʔτ業ٕज़ମূ࣮ܥ事業��0000ઍԁ

 県産農林水産物海外新市場開拓事業 22,375千円

新 ̛̜ グ̥ローバル産地づくり推進事業 24,000千円

 ৯の新潟・ັ力再発見発信事業 14,511千円

 ６次産業化はじめる・ひろげる総合支援事業 51,801千円

 県産農産物のブランυ定着・ೝ度向上 118,587千円

新 農福連携普及ܒ発推進事業 1,400千円

新 Ｃ̨ ̛緊急対策特別事業 66,375千円

 にいがた和ڇブランυ力強化総合対策事業 32,681千円

ᶄ　中ؒࢁ地域業のҡ࣋ͱࢁ漁ଜのଟ໘的ػの発ش 

 未来につな͙中山間地域活性化支援事業 6,000千円

 「公的サポート」Ϟσル事業 13,908千円

 中山間地域等直接支払交付金 2,409,889千円

 多面的機能支払交付金 6,504,229千円

ᶅ　林資ݯのར用ଅਐにΑる林業の振興�

新 スマート林業推進事業 20,200千円

 森林環境譲与税を活用した取組 97,126千円

 県産材利用促進ઓུ事業 113,020千円

ᶆ　ਫ࢈業の振興ͱ資ݯのదͳ管理・有ޮ׆用�

新 水産振興ઓུ検討事業 1,000千円

新 漁業ૢ業支援γステム開発事業 3,755千円

ᶇ　林ਫ࢈業Λ担͏人ࡐの֬保・ҭ成�

　首都圏等へのए年の流出を防͙ため、ए者にとってັ力的な職場であるIT

企業の本県への更なる誘致・集積を図ります。

　具体的には、民間事業者が行う、コϫーキングスϖース、共用オフΟス及び福

利厚生施設等のIT企業の集積ڌ点整備を支援することで、IT企業の本県への進

出を促進します。

*5企業༠கڌ整備ଅਐ事業ิ助金

民
間
事
業
者

◆ コワーキング（協業）スペース
◆ 共用オフィス
◆ セミナー・イベントスペース
◆ 福利厚生施設

など

IT企業誘致拠点
拠
点
整
備

新潟県
支援：整備費の２／10

IT企業の誘致
・集積の実現

● 若者の県内就職の促進
● 立地IT企業と地元企業

等の連携・協業による
オープンイノベーショ
ンの促進
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 にいがた農業「新３̠ ŉ 人づくり事業 39,449千円

 青年就農支援事業 489,875千円

新 中山間地スマート農業一؏体ܥ実ূ事業̡ 再ܝ  r 50,004千円

新 集落サポート人材育成事業̡ 再ܝ  r 5,844千円

 ཙ農後継者育成支援事業 1,865千円

 獣医ࢣ確保修学資金貸与事業 4,920千円

 にいがたフΥレスト・ϫーク支援事業 29,658千円

 沿岸漁業担い手確保促進事業 1,557千円

⑷　ັྗあるまͪづくりͱ定ॅのଅਐ�

ᶃ　ັྗ的ͳੜڥ׆の出に͚たま づͪくり�

拡 万代島に͗わいみなと創造事業 14,084千円

 に͗わい空間創出支援Ϟσル事業 11,255千円

 空き家再生まちづくり支援事業 10,000千円

 持続可能なまちづくり推進事業 1,166千円

 景観・歴史まちづくり推進事業費 32,500千円

ᶄ　ए者の県内定ணͱ6・*λʔϯのଅਐ�

 移住・就業等支援事業 137,700千円

 6・Iターン創業応援事業̡ 再ܝ  r 55,000千円

新 ̪・̞ ターン実現トータルサポート事業 45,000千円

 6・Iターン促進住宅支援Ϟσル事業 7,752千円

拡 6ターン促進奨学金返還支援事業 30,031千円

拡 にいがた移住定住情報発信事業 40,125千円

 6・Iターン促進「新潟コンγェルジϡ」事業 61,193千円

 首都圏等に向けたઓུ的な情報発信 58,797千円

 首都圏移住相ஊ૭口設置事業 16,695千円

 人口減少問題対策推進事業（県民意識ৢ成活動等実施） 3,000千円

　生産現場へのスマート農業の普及を加速化するため、県、関係機関・団体、農

業者及び機械ϝーΧー等でコンιーγアムを組৫して実ূ事業を行い、本県に適

したスマート農業技術体ܥの確立を目指します。

　具体的には、ೆ町において自動行トラクターや大型収֭機械等を活用する

ことで、࿐地野菜の大規模生産やল力化等の実ূ活動を行います。

Ԃ֦ܳେεϚʔτ業ٕज़ମূ࣮ܥ事業
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 大学ັ力づくり支援事業̡ 再ܝ  r 22,050千円

県内大学生等の県内定着促進支援事業 90,500千円

一人一人の未来を創るキャリア教育推進事業̡ 再ܝ  r 9,387千円

定住促進（リブ・インにいがた）対策事業̡ 再ܝ  r 48,349千円

県外学生インターンγップ参加促進事業̡ 再ܝ  r 15,403千円

 協定大学連携促進事業̡ 再ܝ  r 1,553千円

ᶅ　ॅみଓ る͚͜ͱ͕Ͱ͖るྗ׆ある地域づくり

 地域の合意形成促進事業 4,722千円

 大学等と連携した地域活性化事業 4,589千円

 地域活動推進事業 6,670千円

クラウυフΝンσΟング等を活用した地域づくり活動応援事業 14,672千円

 新潟県地域づくりサポートνーム 4,454千円

新 中山間地スマート農業一؏体ܥ実ূ事業 50,004千円

新 集落サポート人材育成事業 5,844千円

৽� �出・֦େ事業ޱ人ؔ 33��ઍԁ

৽� ϫʔέʔγϣϯମݧϓϩάϥϜ࣮ূ事業� 2��0ઍԁ

　人口減少・少子高齢化の進行により、地域づくりの担い手が不足する中、地域

では活動の継続という課題に直面しています。

　こうした課題に対して、移住する「定住人口」でもなく、観光に来る「交流人

口」でもない、特定の地域に継続的に多様な形で関わる「関係人口」とݴわれる

人たちが、新たな地域づくりの担い手として期待されています。県では、都市部

生活者に対し地域づくりに携わる人の想いや地域の課題をえつつ、地域づくり

活動の実ફ者として継続的に地域と関わる機会の創出に取り組みます。

出・֦େ事業ޱ人ؔ

ཁ図（総務ল)1）֓ޱ人ؔ
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 地方バス路ઢの維持・確保̡ 再ܝ  r 497,411千円

 特定有人国境離島地域社会維持推進事業̡ 一部再ܝ  r 675,104千円

 買い物利ศ性向上推進事業 10,498千円

 「公的サポート」Ϟσル事業̡ 再ܝ  r 13,908千円

 県産材利用促進ઓུ事業̡ 再ܝ  r 113,020千円

 森林環境譲与税を活用した取組̡ 再ܝ  r 97,126千円

ᶆ　ઇͱڞにらす地域づくり　�

 ౙ期集落安全・安心確保対策事業補助金 11,570千円

 克雪すまいづくりの推進 64,591千円

ᶇ　地域Λ支 る͑公ڞ交通ωοτϫʔΫのҡ࣋・充࣮�

৽� ৽ϞϏϦςΟαʔϏεಋ入推ਐ事業�1����ઍԁ

航路利用拡大の取組 31,850千円ࠤ 

 ҄島航路利用促進事業 10,500千円

 地方バス路ઢの維持・確保̡ 一部再ܝ  r 497,411千円

 県内高速バス路ઢ対策費 4,294千円

 地域の移動手段確保支援事業 38,200千円

 運༌事業者人材確保支援事業 4,400千円

 地方మ道活用地域活性化事業 5,854千円

 えちごトキめきమ道安定経営支援補助金 60,050千円

 えちごトキめきమ道新Ӻ整備補助金 87,862千円

 ほくほくઢమ道安全༌送設備等整備事業 23,745千円

ʲᶙ �県民一人一人ֶ͕ͼɺ成しɺ

༂Ͱ͖る৽ׁʳ׆

県民一人一人ֶ͕ͼɺ成しɺ
༂Ͱ͖る৽ׁ１׆

⑴　কདྷのເرΛҭみ͔ͳ る͑ڭҭの推ਐ�

ᶃ　一人一人Λ伸すڭҭの推ਐ�

拡 小学校３ŋ４学年における少人数学ڃ(35人以下)の完全実施 教職員給与費で計上

新 ϫールυ・ϫイυ・ラーニングコンιーγアム構築事業 10,000千円

 一人一人の未来を創るキャリア教育推進事業 9,387千円

　市町村等が実施するϫーέーγϣン
（※）の先導的取組を支援・協力するこ

とで、県内におけるϫーέーγϣンの

定着・体験プログラムの自化を図り

ます。

　また、その事業成果を公表・及す

ることにより、県内在時間の延長に

つなげ、観光消費額の向上を目指します。

※ ϫーέーγϣン：ϫーク（働く）とバέーγϣン（ٳՋ）の造ޠ

ϫʔέʔγϣϯମݧϓϩάϥϜ࣮ূ事業

ົ高高ݪӺίϫʔΩϯάεϖʔε
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 地域を拓く科学人材育成事業 1,605千円

 ັ力と活力ある学校づくり推進事業 20,847千円

 スーパーサイエンスハイスクール事業 4,353千円

 私立高校特৭教育νャレンジ支援事業 84,280千円

 私学振興補助金 5,491,643千円

ᶄ　୭͕しく๛͔ͳڭҭΛड͚らΕるڥの整備�

新 高等教育修学支援新制度への対応 1,389,999千円

 新潟県給付型奨学金 32,400千円

 奨学給付金 583,900千円

 私立高等学校等学費軽減事業 2,788,022千円

 ひとり家ఉの子どもへの学習等支援事業̡ 再ܝ  r 12,137千円

拡 高等学校インクルーγブ教育支援事業 3,998千円

ʮま͜し෮興交ྲྀ͓ؗらたるʯΛڌͱしたࣗಈӡసαʔϏε࣮ূ࣮ݧɿ201�年３݄
� ˞ࣸਅఏڙɿԬࠃಓࣄॴ

　高齢者等の自家用車非保有者の移動手段の確保や地域交通サービスの維持・充

実等の課題へのղ決策として期待される、「自動運転」や「̢̨̰̰」（.PCJMJUZ 

BT B 4FSWJDF）などの新たなϞビリテΟサービスの県内への導入に向け、市町村

等が行う地域の実ূ実験等への支援や、サービスを提供する民間事業者とのマッ

νングなどに取り組みます。

৽ϞϏϦςΟαʔϏεಋ入推ਐ事業
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ᶅ　ັྗある高ڭҭڥの充࣮�

 大学ັ力づくり支援事業 22,050千円

 私立ઐ修学校振興補助金̡ 再ܝ  r 246,188千円

ᶆ　児ಐੜె͕҆શに҆心しͯ ֶるֶߍづくり�

拡 スクールロイϠー活用事業 3,300千円

 いじめ相ஊ体制の構築 276,039千円

 児童生ెのいじめ等対策強化推進費 55,294千円

 いじめ見ಀしゼロ推進事業 6,943千円

 スクール・サポート・スタッフ配置事業 49,791千円

֦� 県ֶཱڥ$5*ߍ整備費�1���0�1ઍԁ（２݄಄）

 高等学校ྫྷ整備費 255,023千円

 県立学校の大規模改修の推進 2,132,718千円（２月಄含む）

 特別支援学校老朽校舎全面改築費 3,066,022千円

 部活動外部人材活用事業 51,534千円

⑵　地域の࢈業・ࣾ会Λ支 る͑人づくり�

ᶃ　ະདྷの৽ׁにඞཁͳ人ࡐのҭ成・֬保�

 女性医ࢣサポート事業̡ 再ܝ  r 4,000千円

拡 医ࢣ養成修学資金貸与事業̡ 再ܝ  r408,639千円

 医ࢣ・臨চݚ修医招へい総合支援事業̡ 再ܝ  r 38,091千円

 地域医療支援センター運営事業̡ 再ܝ  r 26,328千円

　ICTの活用により、児童生ె一人一人に個別最適化された学びや創造性を育む

学びを実現するために、全県立学校で通信ωットϫーク環境の高速大容量化と普

通教室等への8J�'Jアクセスポイントの設置（無ઢLA/化）を進めます。

　また、中等教育学校（前期課程）・特別支援学校（小学部・中学部）における

学習用情報末を増設し、個別学習や協働学習などの学習形ଶに応じて児童生ె

が１人１台のタブレット末を活用できる環境を整備します。　

県ֶཱڥ$5*ߍ整備費
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 看護学生修学資金貸付金 155,127千円

新 外国人介護人材の受入・定着支援̡ 再ܝ  r 29,175千円

 介護福祉士等修学資金等貸付事業̡ 再ܝ  r 12,097千円

 保育士等キャリアアップݚ修事業̡ 再ܝ  r 9,180千円

 中核人材ઓུڌ点運営事業 28,460千円

 高度IT人材育成ݚ修事業 4,151千円

 にいがた農業「新３,」人づくり事業̡ 再ܝ  r 39,449千円

 ཙ農後継者育成支援事業̡ 再ܝ  r 1,865千円

 にいがたフΥレスト・ϫーク支援事業̡ 再ܝ  r 29,658千円

 沿岸漁業担い手確保促進事業̡ 再ܝ  r1,557千円

 建設産業人材確保・育成緊急対策事業̡ 再ܝ  r 16,218千円

 運༌事業者人材確保支援事業̡ 再ܝ  r4,400千円

 大学ັ力づくり支援事業̡ 再ܝ  r 22,050千円

ᶄ　ੜֶ֔ͼ׆༂Ͱ͖るڥづくり�

拡 生֔学習県民フΥーラムの開催 1,486千円

 産学連携による人材育成・定着促進支援̡ 再ܝ  r 45,000千円

 生֔学習情報提供推進費 6,800千円

⑶　εϙʔπͱจԽの振興�

ᶃ　εϙʔπΛ通͡た๛͔ͳੜ׆の࣮現�

 県立道館施設整備・運営費 594,594千円

技水準向上対策費 230,317千円ڝ 

 にいがた次ੈ代スポーツ人材育成事業 3,832千円

拡 未来のアスリートνャレンジ事業 1,668千円

 オリンピックアスリート夢νャレンジ事業 20,000千円

 地域ີ着型スポーツ支援事業 9,932千円

ᶄ　จԽΛ通͡た๛͔ͳੜ׆の࣮現�

拡 県民会館の改修 1,599,682千円

 新潟県のັ力ある文化財の保存・活用創造事業 1,380千円

 美術館展ཡ会費 145,965千円
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第３　令和元年度予算（Լظ）の状況

１　一般会計ิਖ਼予算のあらまし

⑴　֓　　　ཁ

　上半期（９月補正）までの予算状況は、前回（令和元年12月）公表したところです

が、９月補正後の予算規模は１兆2,630億157万円でした。

　下半期は、12月議会で180億14万円の補正、２月議会で಄提案分として248億9,441

万円、追加提案分として△717億7,261万円の補正、３月25日に７億3,674万円のઐ決、３

月31日に△82億2,185万円のઐ決を行い、その結果、予算規模は１兆2,266億3,842万円と

なりました。

　令和元年度予算の計上状況は次表のとおりです。

第１表　令和元年度予算の推移 （単位：千円）

区　　　分 予算額
記のうち特定財源ࠨ

一般財源
国庫支出金 県債 その他

当 初 1,259,710,000 149,575,051 238,710,000 176,032,348 695,392,601
６ 月 補 正 1,340,357 1,165,565 71,018 103,774
９ 月 補 正 1,951,215 1,400,616 550,599
12 月 補 正 18,000,144 10,951,448 6,478,000 1,333 569,363
２月(಄)補正 24,894,414 12,085,781 10,954,000 1,773,355 81,278
２月(追加)補正 △ 71,772,606 △ 8,565,061 △ 859,000 △ 84,927,073 22,578,528
３月25日ઐ決 736,743 635,712 68,459 32,572
３月31日ઐ決 △ 8,221,852 △ 8,213,416 △ 713,000 1,212,337 △ 507,773

計 1,226,638,415 159,035,696 254,570,000 94,782,376 718,250,343

　予算編成については、当初予算で通年分を計上する通年予算編成としているため、年

度途中の予算補正は、事業執行に伴う過不足調整、給与改定による給与費及び災害、雪

害などについて行うことになります。
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Ξ　12݄ิਖ਼予算のओͳ内容

　 　台風第19号等による災害の早期復旧を図るため、必要な経費について計上しました。

　 　また、職員給与費について、事、県議会議員等の臨時的削減措置の実施に伴い減

額補正しました。

Π　２݄（಄）ิਖ਼予算のओͳ内容

　 　現下の経済情勢を踏まえて実施する緊急性の高い事業に要する経費について計上し

ました。

　 　また、投資事業については、有利な財源の活用による事業費の確保と公債費負担の

適正化を྆立させるため、令和２年度当初予算の一部を前しして予算を編成しまし

た。

　　・　一段加速した防災・減災対策の確保に要する経費

　　・　農業農村の持続的発展に向けた対応に要する経費

　　・　その他国の補正予算等に対応して実施する緊急性のある事業に要する経費

　２݄（Ճ）ิਖ਼予算のओͳ内容

　　職員給与費に係る過不足額を計上しました。

　　また、社会保障関係経費の実績見込み等に基づく過不足額を計上しました。

Τ　３݄2�ઐ決ॲ分のओͳ内容

　 　新型コロナウイルスײછ緊急対策のうち、令和元年度内の対策として必要となる

経費について計上しました。

Φ　３݄31ઐ決ॲ分のओͳ内容

　　退職手当、災害復旧費等の最終見込額又は確定額を計上しました。

⑵　歳入予算のあらまし

　歳入予算の補正状況は、次のとおりです。



― 62 ―

（
単

位
：

千
円

）
区

　
　

　
分

当
初

６
月

補
正

９
月

補
正

12
月

補
正

２
月

補
正

（


಄
）

２
月

補
正

（
追

加
）

３
月

25
日

ઐ
決

３
月

31
日

ઐ
決

最
終

予
算

額
県

税
25

5,0
80

,00
0

△
 

1,9
60

,00
0

25
3,1

20
,00

0

地
方

消
費

税
清

算
金

85
,31

5,0
00

△
 

2,7
54

,00
0

1,0
00

82
,56

2,0
00

地
方

譲
与

税
43

,07
2,0

00
△

 
1,7

16
,76

3
36

,31
7

41
,39

1,5
54

地
方

特
例

交
付

金
2,5

96
,11

0
10

3,7
74

△
 

24
0,1

51
△

 
15

8,3
46

2,3
01

,38
7

地
方

交
付

税
23

7,7
00

,00
0

2,2
97

,71
9

24
,18

7
24

0,0
21

,90
6

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
46

1,0
00

△
 

77
,76

2
7,9

99
39

1,2
37

分
担

金
及

び
負

担
金

5,7
83

,81
6

1,1
05

18
0

1,7
57

,51
5

△
 

32
6,0

35
12

,60
7

7,2
29

,18
8

使
用

料
及

び
手

数
料

15
,23

8,4
52

15
,84

0
△

 
21

4,8
30

△
 

15
,02

1
15

,02
4,4

41

国
庫

支
出

金
15

0,0
19

,71
3

1,1
65

,56
5

1,4
00

,61
6

10
,95

1,4
48

12
,08

5,7
81

△
 

8,5
31

,78
4

63
5,7

12
△

 
8,2

11
,07

5
15

9,5
15

,97
6

財
産

収
入

4,4
27

,99
4

18
98

8
△

 
1,4

19
,94

7
△

 
35

,05
3

2,9
74

,00
0

寄
附

金
79

,72
0

29
1,6

22
15

7,8
92

52
9,2

34

繰
入

金
37

,79
6,7

85
71

,00
0

19
,17

0
22

,49
8,7

69
97

,59
3

△
 

10
5,0

38
60

,37
8,2

79

諸
収

入
14

0,4
49

,41
0

22
7,8

40
57

0,5
16

81
,27

8
△

 8
1,9

36
,29

2
3,4

38
50

1,6
79

59
,89

7,8
69

県
債

28
1,5

30
,00

0
6,4

78
,00

0
10

,95
4,0

00
△

 
96

5,0
00

21
,00

0
29

8,0
18

,00
0

繰
越

金
16

0,0
00

30
1,4

96
1,3

21
,84

8
1,5

00
,00

0
3,2

83
,34

4

計
1,2

59
,71

0,0
00

1,3
40

,35
7

1,9
51

,21
5

18
,00

0,1
44

24
,89

4,4
14

△
 7

1,7
72

,60
6

73
6,7

43
△

 
8,2

21
,85

2
1,2

26
,63

8,4
15

第
２
表
　
令
和
元
年
度
歳
入
予
算
ิ
ਖ਼
状
況



― 63 ―

　平成30年度最終予算１兆1,774億1,278万円と比較すると次表のとおりです。

第３表　歳入款別࠷ऴ予算の比ֱ
（単位：千円・％）

区　　　分
令和元年度最終 平成30年度最終 比　　　　較

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

県 税 253,120,000 20.6 260,514,000 22.1 △ 7,394,000 △ 2.8
地 方 消 費 税 清 算 金 82,562,000 6.7 85,648,218 7.3 △ 3,086,218 △ 3.6
地 方 譲 与 税 41,391,554 3.4 42,448,538 3.6 △ 1,056,984 △ 2.5
地 方 特 例 交 付 金 2,301,387 0.2 820,048 0.1 1,481,339 180.6
地 方 交 付 税 240,021,906 19.6 244,097,277 20.7 △ 4,075,371 △ 1.7
交通安全対策特別交付金 391,237 0.0 414,731 0.0 △ 23,494 △ 5.7
分 担 金 及 び 負 担 金 7,229,188 0.6 7,412,188 0.6 △ 183,000 △ 2.5
使 用 料 及 び 手 数 料 15,024,441 1.2 14,865,234 1.3 159,207 1.1
国 庫 支 出 金 159,515,976 13.0 145,939,398 12.4 13,576,578 9.3
財 産 収 入 2,974,000 0.3 2,019,303 0.2 954,697 47.3
寄 附 金 529,234 0.0 510,438 0.0 18,796 3.7
繰 入 金 60,378,279 4.9 31,293,953 2.7 29,084,326 92.9
諸 収 入 59,897,869 4.9 60,179,304 5.1 △ 281,435 △ 0.5
県 債 298,018,000 24.3 277,394,000 23.6 20,624,000 7.4
繰 越 金 3,283,344 0.3 3,936,146 0.3 △ 652,802 △ 16.6

計 1,226,638,415 100 1,177,492,776 100 49,145,639 4.2

第１図　࠷ऴ歳入予算構成比

　令和元年度最終歳入予算は、総額で平成30年度最終歳入予算に対し、4.2％の増額と

なっています。

国庫支出金
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交付税
（19.6％）

県債
（24.3％）

地方譲与税（3.4％）
交通安全対策特別交付金（0.0％）
地方特例交付金（0.2％）

⎧
⎨
⎩

使用料・手数料（1.2％）
財産収入（0.3％）
繰 越 金（0.3％）
繰 入 金（4.9％）
寄 附 金（0.0％）

分担金・負担金
（0.6％）

諸収入（4.9％）

地方消費税清算金
（6.7％）

県　税
（20.6％）

歳入総額
1,226,638
百万円
（100％）
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存
財

源

（60.5％）
（39.5％）（39.5％）

自
主
財

源

⎧
⎨
⎩
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地方交付税

　令和元年度の普通交付税と特別交付税の額は、次表（第４表）のとおりです。普通交

付税については、地方の財源不足の状況等を踏まえ、地方財政計画において、交付税特

別会計の地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金（1,000億円）と、特別会計

に直入することとされている地方法人税収の全額（6,876億円）が計上された一方、国

税の増収見込などを踏まえ、前年度比0.2％の増となっています。本県においては、公

債費に対する措置額の減少などにより、前年度比1.5％の減となっています。

　また、特別交付税は、少雪に伴う除排雪経費の減少などにより、前年度比9.0％の減

となったものと推察されます。

第４表　地　方　交　付　税 （単位：千円・％）

　主な道府県の地方交付税の交付額は、次表のとおりです。当県に対する交付額は全国

第６位となっています。

　　　　　　　　　　　第５表　ಓ県別地方交付税交付額

⑶　歳出予算のあらまし

　歳出予算の目的別（款別）の補正状況は次表のとおりです。

（上位10位まで）（単位：百万円）
ॱ
　
Ґ

令和元年度 ॱ
　
Ґ

平成30年度
道府県 普　通

交付税
特　別
交付税 計 道府県 普　通

交付税
特　別
交付税 計

1 北 海 道 601,742 7,166 608,908 1 北 海 道 601,661 11,490 613,151
2 ฌ 庫 289,050 4,481 293,531 2 ฌ 庫 287,905 4,834 292,739
3 ࣛ 児 島 266,301 6,231 272,532 3 ࣛ 児 島 261,556 6,079 267,635
4 大 ࡕ 246,115 1,578 247,693 4 福 岡 242,985 4,617 247,602
5 福 岡 241,941 4,303 246,244 5 新 潟 240,183 3,802 243,985
6 新 潟 236,498 3,460 239,958 6 大 ࡕ 233,793 2,101 235,894
7 長 ࡚ 217,283 3,408 220,691 7 長 ࡚ 215,671 3,244 218,915
8 青 森 211,562 3,956 215,518 8 岩 手 212,768 4,302 217,070
9 岩 手 209,498 5,205 214,703 9 青 森 208,795 3,974 212,769
10 ࡛ ۄ 210,251 3,688 213,939 10 ۽ 本 203,110 4,957 208,067
※震災復興特別交付税を除く

区　　分 令和元年度(A) 平成30年度(B)
比　　較

増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

当
ݝ

普通交付税 236,497,719 240,182,878 △ 3,685,159 △ 1.5
特別交付税 3,461,065 3,802,359 △ 341,294 △ 9.0

計 239,958,784 243,985,237 △ 4,026,453 △ 1.7
ớ
ಓ

ݝ
Ờ

શ
ࠃ

普通交付税 8,179,608,299 8,162,241,533 17,366,766 0.2
特別交付税 186,095,041 163,440,731 22,654,310 13.9

計 8,365,703,340 8,325,682,264 40,021,076 0.5
※震災復興特別交付税を除く
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第７表　目的別（款別）࠷ऴ予算の比ֱ

第２図　࠷ऴ歳出予算（目的別）構成比

（単位：千円・％）

区　　　分
令和元年度最終 平成30年度最終 比　　　　較

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

議 会 費 1,367,300 0.1 1,400,096 0.1 △ 32,796 △ 2.3
総 務 費 65,243,817 5.3 36,873,088 3.1 28,370,729 76.9
県 民 生 活・ 環 境 費 10,335,417 0.8 9,084,442 0.8 1,250,975 13.8
福 祉 保 健 費 168,964,645 13.8 161,474,250 13.7 7,490,395 4.6
労 働 費 2,285,531 0.2 2,407,804 0.2 △ 122,273 △ 5.1
産 業 費 41,522,089 3.4 47,732,577 4.1 △ 6,210,488 △ 13.0
農 林 水 産 業 費 96,784,755 7.9 91,065,431 7.7 5,719,324 6.3
土 木 費 171,317,373 14.0 165,889,190 14.1 5,428,183 3.3
警 察 費 52,163,041 4.3 52,051,002 4.4 112,039 0.2
教 育 費 178,746,728 14.6 179,170,944 15.2 △ 424,216 △ 0.2
災 害 復 旧 費 15,247,811 1.2 7,832,009 0.7 7,415,802 94.7
県 債 費 300,998,852 24.5 293,270,337 24.9 7,728,515 2.6
諸 支 出 金 121,581,056 9.9 129,161,606 11.0 △ 7,580,550 △ 5.9
予 備 費 80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

計 1,226,638,415 100 1,177,492,776 100 49,145,639 4.2

労働費（0.2％）
議会費（0.1％）

総務費（5.3％）

土木費
（14.0％）

教育費
（14.6％）

県債費（24.5％）

災害復旧費
（1.2％）

農林水産業費
（7.9％）

福祉保健費
（13.8％）

産業費（3.4％）
警察費（4.3％）

県民生活・環境費
（0.8％）

歳出総額
1,226,638
百万円
（100％）諸支出金

（9.9％）
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　また、性質別分類の歳出予算の補正状況と平成30年度最終予算との比較は、次表（第

８表及び第９表）のとおりです。

第８表　歳出性質別࠷ऴ予算の比ֱ

　令和元年度の歳出予算は、平成30年度に比べ491億4,564万円（4.2％）の増となってい

ます。

（単位：千円・％）

区　　　分
令和元年度最終 平成30年度最終 比　　　　較

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

1　消 費 的 経 費 574,770,001 46.8 582,432,952 49.4 △ 7,662,951 △ 1.3
⑴　人　　件　　費 241,315,985 19.7 243,103,557 20.6 △ 1,787,572 △ 0.7
⑵　物　　件　　費 34,795,402 2.8 33,049,091 2.8 1,746,311 5.3
⑶　維 持 補 修 費 19,706,068 1.6 21,929,701 1.9 △ 2,223,633 △ 10.1
⑷　扶　　助　　費 7,640,306 0.6 7,587,362 0.6 52,944 0.7
⑸　補 助 費 等 271,312,240 22.1 276,763,241 23.5 △ 5,451,001 △ 2.0
2　投 資 的 経 費 232,806,634 19.0 207,663,471 17.6 25,143,163 12.1
⑴　普通建設事業費 218,249,020 17.8 200,216,080 17.0 18,032,940 9.0
⑵　災害復旧事業費 14,557,614 1.2 7,447,391 0.6 7,110,223 95.5
3　公 　 債 　 費 300,499,056 24.5 292,749,991 24.9 7,749,065 2.6
4　積 　 立 　 金 43,190,366 3.5 16,243,414 1.4 26,946,952 165.9
5　金 融 的 経 費 28,471,154 2.4 32,656,973 2.8 △ 4,185,819 △ 12.8
6　繰 　 出 　 金 46,821,204 3.8 45,665,975 3.9 1,155,229 2.5
7　予 　 備 　 費 80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

計 1,226,638,415 100 1,177,492,776 100 49,145,639 4.2
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第３図　࠷ऴ歳出予算（性質別）構成比

２　特別会計ิਖ਼予算のあらまし

　14の特別会計の予算は、９月現計で4,449億9,155万円でしたが、12月補正において災

害救助事業会計で台風19号による災害の早期復旧を図るため1,167万円の増額補正を行

い、流域下水道事業会計で給与費の調整のため40万円の減額補正を行いました。

　さらに、２月補正（಄）では県有林事業会計で2,437万円の増額補正を行い、２月

補正（追加）において県債管理会計など13会計で事業執行による確定見込み額の過不足

調整など合わせて22億7,629万円の増額補正を行いました。

　さらに、３月31日ઐ決において、災害救助事業会計で最終的な過不足の調整で7,660

万円の減額補正を行い、14会計の最終予算額は4,472億2,689万円となりました。

　各会計の補正（下半期）の状況は、次表のとおりです。

第10表　特別会計予算のิਖ਼状況（Լظ） （単位：千円）

会　　計　　名 ９月補正
現　　計 12月補正 ２月補正

（　಄）
２月補正
（追　加）

３月31日
ઐ　　決 最終予算

県 債 管 理 231,652,826 △ 897,988 230,754,838
地域づくり資金貸付事業 2,101,297 △ 130,300 1,970,997
災 害 救 助 事 業 1,057,596 11,667 226,946 △ 76,598 1,219,611
国 民 健 康 保 険 事 業 189,236,568 4,257,043 193,493,611
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 379,261 △ 7,029 372,232
心身障害児・者総合施設事業 8,010 8,010
中小企業支援資金貸付事業 1,046,045 △ 471,332 574,713
林業振興資金貸付事業 257,971 △ 100 257,871
沿岸漁業改善資金貸付事業 81,181 △ 101 81,080
県 有 林 事 業 148,426 24,373 △ 37,826 134,973
用 地 先 行 取 得 事 業 739,000 △ 8,945 730,055
都 市 開 発 資 金 事 業 526,617 △ 168,581 358,036
流 域 下 水 道 事 業 14,160,348 △ 396 △ 222,493 13,937,459
港 湾 整 備 事 業 3,596,404 △ 263,000 3,333,404

計 444,991,550 11,271 24,373 2,276,294 △ 76,598 447,226,890

人件費
（19.7％）

補助費等
（22.1％）

物件費（2.8％）扶助費（0.6％）
維持補修費（1.6％）
⎧
⎨
⎩

公債費
（24.5％）

繰出金（3.8％）
予備費（0.0％）

金融的経費（2.4％）

積立金（3.5％）

災害復旧事業費（1.2％）

普通建設事業費（17.8％）

⎧
⎨
⎩

歳出総額
1,226,638百万円
（100％）

消費
的
経
費

（46.8％）

そ
の
他
の
経費
（34.2％）

投資的 経費
（19.0％）
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第４　令和元年度予算܁ӽしの状況

１　一般会計予算܁ӽし

　令和元年度において、補助事業者の工事の延、設計変更や計画変更に日時を要した

ことによるものなどやむを得ない事情で年度内にその支出が終わらず、議会の議決を経

て、令和２年度へ予算を繰り越したもの（繰越明許費の補正）は、一般会計で1,041億

5,183万円です。また、ආけがたい事ނのため年度内に支出が終わらず、ཌ年度へ予算

を繰り越したもの（事ނ繰越し）は、38億951万円です。

　その内訳は次表のとおりです。

第１表　令和元年度܁ӽ໌ڐ費款別一ཡ表（一般会計）

第２表　令和元年度事܁ނӽし款別一ཡ表（一般会計）

(単位：千円・％)

区　　　分 最終予算額
(A)

繰　越　額
(B)

の 財 源 内 訳 ࠨ 比率
(B)
(A)

未  収  入
特 定 財 源 一 般 財 源

総 務 費 65,243,817 491,879 470,145 21,734 0.8
県民生活・環境費 10,335,417 339,351 302,057 37,294 3.3
福 祉 保 健 費 168,964,645 1,306,176 1,276,411 29,765 0.8
産 業 費 41,522,089 35,000 7,500 27,500 0.1
農 林 水 産 業 費 96,784,755 33,294,792 30,290,302 3,004,490 34.4
土 木 費 171,317,373 53,304,900 50,441,466 2,863,434 31.1
警 察 費 52,163,041 114,173 48,921 65,252 0.2
教 育 費 178,746,728 4,181,082 4,023,894 157,188 2.3
災 害 復 旧 費 15,247,811 11,084,480 11,055,386 29,094 72.7

合　　計 800,325,676 104,151,833 97,916,082 6,235,751 13.0

(単位：千円・％)

区　　　分 最終予算額
(A)

繰　越　額
(B)

の 財 源 内 訳 ࠨ 比率
(B)
(A)

未  収  入
特 定 財 源 一 般 財 源

総 務 費 65,243,817 42,403 8,000 34,403 0.1
福 祉 保 健 費 168,964,645 25,270 25,103 167 0.0
産 業 費 41,522,089 30,242 30,242 0 0.1
農 林 水 産 業 費 96,784,755 818,140 773,007 45,133 0.8
土 木 費 171,317,373 1,785,911 1,614,799 171,112 1.0
災 害 復 旧 費 15,247,811 1,107,543 1,097,321 10,222 7.3

合　　計 559,080,490 3,809,509 3,548,472 261,037 0.7
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第３表　܁ӽओཁ事業一ཡ表

第４表　܁　ӽ　事　༝　別　内　訳

ӽ܁࣍ଓ費చܧ　２

　一般会計の継続費చ次繰越予定額は次表のとおりです。

第５表　令和元年度ܧଓ費చ܁࣍ӽ一ཡ表（一般会計）

（単位：千円）
事 業 名 繰 越 額

緊急地方道路整備費 10,609,287
県営経営体育成基盤整備事業費 9,740,805
建設関係災害復旧費 9,583,217
広域河川改修費 7,866,172
道路改築費 6,744,633
県営ため等整備事業費 2,591,252
通常砂防費 1,948,488
県営かんがい排水事業費 1,932,855
県営中山間地域対策事業費 1,878,432
֗路事業費 1,730,064

（単位：千円・％）
事　　　　　　　　　　　　༝ 繰越額 構成比

補助事業者の計画変更等によるもの 3,395,179 3.3
計画諸条件、設計・工法変更等によるもの 89,505,867 85.9
用地物件補償にかかる調整等によるもの 11,250,787 10.8

合　　　　　　　計 104,151,833 100.0

（単位：千円）

款　別 議　案　事　業　名 継 続 費 చ 次 繰 越
予 定 額

の財源内訳ࠨ
未 収 入
特 定 財 源 一 般 財 源

土 木 費 ӏ川治水ダム事業費
（ӏ川ダム） 36,030,000 1,704,107 1,703,054 1,053

一ڃ河川福島潟広域河川改
修事業費（福島潟水本体） 2,400,000 483,881 483,135 746

県道新発田川ઢ緊急地方道
路整備事業（白川大橋） 2,100,000 249,668 249,318 350

県ԝ基װ病院新築事業 22,083,482 176,645 176,645 0
十日町病院改築事業 13,956,487 20,069 20,069 0
加ໜ病院改築事業 8,438,613 259,104 259,104 0

合　　　　　　計 85,008,582 2,893,474 2,891,325 2,149
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第５　令和元年度予算のࣥ行状況（Լظ）

１　収支の状況

　令和元年度予算についての収支状況は、次表のとおりです。

　一般会計については、予算現額に対する収入割合は78.8％、支出割合が83.4％となっ

ており、収入割合が支出割合を4.6ポイント下回っています。

　特別会計については、14会計の総計で収入割合が95.2％、支出割合が93.9％となって

おり、収入割合が支出割合を1.3ポイント上回っています。

第１表　令和元年度一般会計予算ࣥ行状況（令和２年３月31日現在）

（歳入） （単位：千円・％）

款　　　別
予　　算　　現　　額 収 入 済 額

B
収入割合
B 
A ×100予 算 額 繰 越 額 計 A

県 税 253,120,000 0 253,120,000 242,717,160 95.9 
地方消費税清算金 82,562,000 0 82,562,000 82,562,114 100.0 
地 方 譲 与 税 41,391,554 0 41,391,554 41,391,554 100.0 
地方特例交付金 2,301,387 0 2,301,387 2,301,387 100.0 
地 方 交 付 税 240,021,906 0 240,021,906 240,021,906 100.0 
交通安全対策特別交付金 391,237 0 391,237 391,237 100.0 
分担金及び負担金 7,229,188 2,306,906 9,536,094 6,959,257 73.0 
使用料及び手数料 15,024,441 0 15,024,441 10,753,293 71.6 
国 庫 支 出 金 159,515,976 51,205,329 210,721,305 142,200,579 67.5 
財 産 収 入 2,974,000 0 2,974,000 2,234,803 75.1 
寄 附 金 529,234 0 529,234 519,763 98.2 
繰 入 金 60,378,279 823,938 61,202,217 43,441,666 71.0 
諸 収 入 59,897,869 4,573,982 64,471,851 51,278,568 79.5 
県 債 298,018,000 32,344,000 330,362,000 164,479,300 49.8 
繰 越 金 3,283,344 16,666,264 19,949,608 19,949,608 100.0

計 1,226,638,415 107,920,419 1,334,558,834 1,051,202,195 78.8 
（注）予算額には３月31日ઐ決額を含む。
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第２表　令和元年度特別会計予算ࣥ行状況（令和２年３月31日現在）

（歳出） （単位：千円・％）

款　　　別
予　　算　　現　　額 支 出 済 額

B
支出割合
B 
A ×100予 算 額 繰 越 額 計 A

議 会 費 1,367,300 0 1,367,300 1,351,520 98.8 
総 務 費 65,244,117 386,497 65,630,614 54,049,388 82.4 
県民生活・環境費 10,335,426 299,027 10,634,453 7,305,233 68.7 
福 祉 保 健 費 168,965,235 1,845,096 170,810,331 154,317,711 90.3 
労 働 費 2,285,531 22,753 2,308,284 1,813,805 78.6 
産 業 費 41,522,089 99,360 41,621,449 38,425,140 92.3 
農 林 水 産 業 費 96,785,858 32,340,324 129,126,182 78,423,388 60.7 
土 木 費 171,318,013 65,715,587 237,033,600 146,924,570 62.0 
警 察 費 52,170,819 481,413 52,652,232 48,429,169 92.0 
教 育 費 178,746,901 1,503,283 180,250,184 154,519,456 85.7 
災 害 復 旧 費 15,247,811 5,227,079 20,474,890 6,115,549 29.9 
県 債 費 300,998,852 0 300,998,852 300,950,749 100.0 
諸 支 出 金 121,581,056 0 121,581,056 120,910,643 99.4 
予 備 費 69,407 0 69,407 0 0.0 

計 1,226,638,415 107,920,419 1,334,558,834 1,113,536,321 83.4 
（注）予算額には３月31日ઐ決額を含み、予備費充用後である。

（単位：千円・％）

会　　　計　　　名
歳入歳出
予算現額

A
収入済額

B
収入割合
B 
A ×100

支出済額
C

支出割合
C 
A ×100

地域づくり資金貸付事業 1,970,997 3,553,947 180.3 456,807 23.2 
災 害 救 助 事 業 1,219,611 245,024 20.1 884,794 72.5 
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 372,232 429,045 115.3 313,775 84.3 
心身障害児・者総合施設事業 8,010 64 0.8 64 0.8 
中小企業支援資金貸付事業 574,713 879,050 153.0 490,492 85.3 
林 業 振 興 資 金 貸 付 事 業 257,871 628,169 243.6 116,650 45.2 
沿岸漁業改善資金貸付事業 81,080 365,547 450.8 713 0.9 
県 有 林 事 業 176,698 112,926 63.9 109,529 62.0 
港 湾 整 備 事 業 3,447,145 1,962,778 56.9 2,507,066 72.7 
流 域 下 水 道 事 業 16,002,314 13,230,860 82.7 12,100,761 75.6 
都 市 開 発 資 金 事 業 358,036 358,035 100.0 358,035 100.0 
県 債 管 理 230,754,838 230,706,803 100.0 230,754,836 100.0 
国 民 健 康 保 険 事 業 193,493,611 175,139,987 90.5 173,552,727 89.7 
用 地 先 行 取 得 事 業 732,402 302,364 41.3 597,970 81.6 

計 449,449,558 427,914,599 95.2 422,244,219 93.9 
（注）予算現額には、平成30年度からの繰越額を含む。
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２　一࣌借入金の状況

　一時借入金は、支払い資金の不足を一時的に賄うために借り入れる資金で、令和元年

10月１日から令和２年３月31日までの状況は、次表のとおりです。

第３表　令和元年度一࣌借入金の状況（Լظ）

（単位：日・千円）
月　　　別 借入日数 一日平均借入額 最　高　値

令和元年10月 11 4,800,487 53,125,088
　　　　11月 15 12,385,559 51,503,915
　　　　12月 12 7,676,283 30,124,679
令和２年１月 31 37,491,776 63,051,578
　　　　２月 29 71,340,867 97,984,855
　　　　３月 31 67,289,471 84,876,969
下　　　期 129 33,199,183 97,984,855

（注) １　一時借入金の議決最高額は2,500億円。
（注) ２　 一日平均借入額とは、その月の借入額の合計をその月の全日数で

割ったものです。
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金の状況ج　３

　令和元年度末の基金の現在高は次のとおりですŇ

第４表　ج　金　の　現　ࡏ　高
（令和２年３月末現在高） （単位：千円）

基　　金　　名 平成30年度末
現　 在 　高

令和元年度増減 令和元年度末
現　 在 　高積　　立 取　　崩

財 政 調 整 基 金 (7,335,600) (31,795,903) (1,024,503) (38,107,000)
6,311,097 31,795,903 32,572 38,074,428

県 債 管 理 基 金 (241,466,384) (63,973,845) (99,416,655) (206,023,574)
228,866,384 62,373,844 89,716,654 201,523,574

土 地 基 金 (6,989,123) (793) (5,600,648) (1,389,268)
6,989,123 793 5,600,648 1,389,268

社 会 文 化 施 設 等 (287,552) (41) (287,593) (0)
整 備 基 金 287,552 41 287,593 0
災 害 救 助 基 金 (1,235,159) (94,291) (35,608) (1,293,842)

1,293,919 62,692 26,189 1,330,422
産 業 振 興 基 金 (3,282,777) (37,784) (479,298) (2,841,263)

2,929,366 37,784 655,716 2,311,434
産 業 振 興 貸 付 基 金 (544,989) (17,501) (17,464) (545,026)

544,989 17,501 17,464 545,026
心身障害児・者総合施設基金 (461,796) (0) (11,154) (450,642)

450,642 0 7,935 442,707
美 術 品 取 得 基 金 (89,933) (13) (89,946) (0)

89,033 13 89,046 0
地 域 環 境 保 全 基 金 (406,903) (54) (27,095) (379,862)

379,808 54 23,735 356,127
地 域 振 興 基 金 (17,034,897) (202,404) (16,357,887) (879,414)

17,034,897 42,477 16,508,131 569,243
土 地 改 良 負 担 金 (245,343) (35) (245,378) (0)
総 合 償 還 対 策 基 金 245,343 35 245,378 0
地 域 福 祉 基 金 (3,962,531) (0) (3,962,531) (0)

3,962,531 0 3,962,531 0
; る さ と 保 全 基 金 (1,794,840) (0) (43,292) (1,751,548)

1,751,548 0 39,820 1,711,728
介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 (5,874,901) (9,163) (0) (5,884,064)

5,874,901 9,163 0 5,884,064
森林整備地域活動支援基金 (97,911) (4,808) (8,646) (94,073)

94,060 467 7,442 87,085
産 業 廃 棄 物 税 基 金 (1,262,537) (175,440) (199,039) (1,238,938)

1,063,498 175,440 160,416 1,078,522
高等学校等奨学金貸与基金 (853,922) (309,954) (81,345) (1,082,531)

986,791 173,658 79,644 1,080,805
後 期 高 齢 者 医 療 (2,527,765) (314,004) (0) (2,841,769)
財 政 安 定 化 基 金 2,527,765 314,004 0 2,841,769
消 費 者 行 政 活 性 化 基 金 (8,299) (0) (8,299) (0)

2,429 0 2,429 0
安 心 こ ど も 基 金 (560,377) (77) (17,188) (543,266)

543,189 77 397,091 146,175
森 林 整 備 加 速 化・ (57,787) (0) (57,787) (0)
林 業 再 生 基 金 57,787 0 57,787 0
農 業 構 造 改 革 支 援 基 金 (643,145) (9,263) (122,365) (530,043)

520,780 9,262 120,281 409,761
未 来 へ の 投 資 基 金 (711,424) (17) (711,441) (0)

664,615 17 664,632 0
技力向上・બ手育成基金ڝ (100,912) (11) (31,500) (69,423)

69,412 11 31,509 37,914
地域医療介護総合確保基金 (12,911,298) (3,823,456) (2,666,736) (14,068,018)

10,282,979 3,824,935 3,886,579 10,221,335
災 害 対 応 基 金 (474,520) (65) (18,043) (456,542)

456,477 65 5,150 451,392
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　主な基金の状況として、財政調整基金は平成30年度決算剰余額８億4,000万円、基金

運用益411万円のほか、社会文化施設等整備基金ほか６基金を本基金に整理・統合し、

合わせて317億9,590万円の積立てを行った一方、3,257万円を取崩しました。この結果、

令和元年度末現在高は、380億7,442万円となりました。

　県債管理基金は、新規積立621億8,177万円と基金運用益積立１億9,207万円と合わせ

623億7,384万円の積立てを行った一方、897億1,665万円を取り崩しました。この結果、

令和元年度末現在高は、2,015億2,357万円となりました。

国民健康保険財政安定化基金 (4,387,261) (620) (48,448) (4,339,433)
4,387,261 620 48,448 4,339,433

給 付 型 奨 学 金 基 金 (1,184,809) (156) (104,400) (1,080,565)
1,184,809 156 138,480 1,046,485

再生可能・次ੈ代エωルΪー基金 (0) (650,076) (0) (650,076)
0 650,076 46,645 603,431

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 (0) (35,449) (0) (35,449)
0 70,896 59,180 11,716

小 児 医 療 機 能 強 化 基 金 (0) (200,000) (0) (200,000)
0 350,000 0 350,000

合 計 (316,794,695) (101,655,223) (131,674,289) (286,775,629)
299,852,985 99,909,984 122,919,125 276,843,844

（注）１　土地基金には土地を含む。
　　　２　災害救助基金には、備品を含む。
　　　３　産業振興貸付基金には貸付金（債権）を含む。
　　　４　令和元年度末現在高ཝの（　）書きは、令和２年３月31日現在の金額である。
　　　５　 令和元年度増減ཝの（　）書きには、平成30年度予算計上の新規積立金（運用益以

外のもの）及び取崩額を含む。
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４　資事業のࣥ行状況

　令和元年度３月末現在における投資事業の予算執行状況は、次表のとおりです。

第５表　令和元年度資事業の予算ࣥ行状況（普通会計）

　令和元年度上半期（４月から９月まで）の執行状況は、物価の安定に配慮しつつ、県

内景気の回復、拡大を図るため、促進的な事業施行を行った結果、62.4％のܖ約率となり、

前年度を3.0ポイント下回りました（平成30年度同期65.4％）。

　上半期、下半期の全体では、ܖ約率は87.5％と前年度を8.1ポイント上回りました。

（単位：百万円・％）
区　　分 予算計上額 約済額ܖ 支出済額 約率ܖ 支払率

ิ
ॿ
ࣄ
ۀ

普 通 建 設 事 業 213,851 184,986 102,972 86.5 48.2 
災 害 復 旧 事 業 3,854 3,756 3,381 97.5 87.7 

計 217,705 188,742 106,353 86.7 48.9 
୯
ಠ
ࣄ
ۀ

普 通 建 設 事 業 51,274 46,740 35,138 91.2 68.5 
災 害 復 旧 事 業 118 15 11 12.7 9.3 

計 51,392 46,755 35,149 91.0 68.4 
合　　　計 269,097 235,497 141,502 87.5 52.6 

（注）１　 投資的経費のうち、失業対策事業費、造林事業費、事業費支หの人件費及び事務ࡶ費、
国直轄事業負担金、他の普通地方公共団体が施行する事業に対する補助金及び負担金を
除く。

　　　２　平成30年度からの繰越分を含む。
　　　３　支払率は、予算計上額に対する支出済額の割合
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第６　公Ӧ企業会計の状況

１　公Ӧ企業のあらまし

　公営企業とは、地方公営企業法の適用を受けて地方公共団体の行政の一つとして経営
する事業をいい、公共の福祉の増進をその本来の目的としていますが、事業の性質上、
常に企業としての経済性を発揮して能率的かつ合理的に運営されることが必要です。こ
のため会計方式についても、公庁会計（現金主義会計方式）をとらず、民間企業と同
様に収益費用の発生時点においてとらえる発生主義会計方式をとっていますので、収益
的収支（事業活動によって生ずる料金などの収益、人件費、その他の諸経費などの費用
の経理）と資本的収支（施設、設備などの整備に関する収入や支出の経理）とに区分さ
れています。
　当県が経営する事業は次の７事業です。
　▶電 気 事 業　 県内13水力発電所（三面、Ԑ田、Ԟ三面、内第一、内第二、

内第三、内第࢛、田川内、ּງ、מ୩田、広神、高田、新
高田の各発電所）及び２太ཅ光発電所（新潟東部、北新潟）に
おいて電力会社に発生電力を供給する事業を実施しています。

　▶工 業 用 水 道 事 業　 工業立地基盤整備又は地盤下対策のため、県内４工業地ଳに
対して工業用水（新潟臨海、上越、ಢඌの各工業用水道）を供
給する事業を実施しています。

　▶工業用地造成事業　 上越市、見附市及びѨլ野市にある県営産業団地において、分
譲事業を実施しています。なお、見附市にある中部産業団地の
分譲はリース地を除き、平成29年度で完了しました。

　▶新潟東港臨海用地造成事業　 新潟東港工業地ଳの港湾事業用地等を管理・処分する
事業を実施しています。

　▶病 院 事 業　 県民の健康保持、医療環境の向上のために、一般病院12施設、
精神科病院１施設で病院事業を実施しています。

　▶基 װ 病 院 事 業　 県民の健康保持に必要な医療を提供するため、ڕপ地域及び県
ԝ地域の医療体制整備事業を実施しています。

　▶流 域 下 水 道 事 業　 県民の公ऺ衛生の向上及び公共用水域の水質保全のため、４流
域（信ೱ川下流、Ѩլ野川、川及びڕ野川各流域）において
流域下水道事業を実施しています。

　電気事業・工業用水道事業・工業用地造成事業は企業ہが、新潟東港臨海用地造成事
業は交通政策ہが、病院事業は病院ہが、基װ病院事業は福祉保健部が、流域下水道事
業は土木部がそれぞれ所管しています。
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　なお、これらの事業の令和２年度当初予算は、次表のとおりです。

令和２年度企業会計予算 （単位：千円・％）

区　　　　　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

当初予算(A) 当初予算(B) 増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

電 気 事 業
収益的

収入 9,241,258 8,639,324 601,934 7.0
支出 6,314,318 6,419,350 △ 105,032 △ 1.6

資本的
収入 489,607 552,870 △ 63,263 △ 11.4
支出 5,601,016 5,851,894 △ 250,878 △ 4.3

工業用水道事業
収益的

収入 2,344,269 1,847,311 496,958 26.9
支出 4,731,151 3,889,751 841,400 21.6

資本的
収入 551,053 129,679 421,374 324.9
支出 887,377 342,397 544,980 159.2

工 業 用 地
造 成 事 業

収益的
収入 2,348,842 2,327,177 21,665 0.9
支出 1,430,441 1,416,582 13,859 1.0

資本的
収入 0 0 0 －
支出 749,893 749,893 0 0.0

新 潟 東 港 臨 海
用 地 造 成 事 業

収益的
収入 100,537 110,138 △ 9,601 △ 8.7
支出 60,649 71,749 △ 11,100 △ 15.5

資本的
収入 0 0 0 －
支出 0 0 0 －

病 院 事 業
収益的

収入 74,911,435 73,351,858 1,559,577 2.1
支出 76,165,965 74,847,361 1,318,604 1.8

資本的
収入 10,394,317 13,357,994 △ 2,963,677 △ 22.2
支出 12,254,088 15,352,136 △ 3,098,048 △ 20.2

基 װ 病 院 事 業
収益的

収入 4,364,885 4,887,872 △ 522,987 △ 10.7
支出 4,641,918 4,769,498 △ 127,580 △ 2.7

資本的
収入 811,123 1,843,034 △ 1,031,911 △ 56.0
支出 811,123 1,843,034 △ 1,031,911 △ 56.0

流域下水道事業
収益的

収入 12,077,044 － － －
支出 11,525,820 － － －

資本的
収入 5,557,354 － － －
支出 7,707,469 － － －

計

収益的
収入 105,388,270 91,163,680 14,224,590 15.6
支出 104,870,262 91,414,291 13,455,971 14.7

資本的
収入 17,803,454 15,883,577 1,919,877 12.1
支出 28,010,966 24,139,354 3,871,612 16.0

収益
資本計

収入 123,191,724 107,047,257 16,144,467 15.1
支出 132,881,228 115,553,645 17,327,583 15.0

（注）流域下水道事業は、令和２年度から公営企業会計に移行。
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収ӹ的収支の֤事業別構成

資ຊ的収支の֤事業別構成

事業会計ؾి　２

事業のあらましؾి　⑴

　県は、地域開発事業の一環として、次の水力発電所13か所及び太ཅ光発電所２か所を

設置し、電力会社に対する発生電力の供給を行っています。

　˓三面発電所（村上市）

　　 　昭和24年に着手した三面川総合開発事業の一環として三面発電所を設置し、昭和

27年12月から発電を開始しました。

電気事業（6.0％）
工業用水道事業（4.5％）
工業用地造成事業（1.4％）
新潟東港臨海用地
造成事業（0.1％）

病院事業
（72.6％）

基幹病院事業（4.4％）

支出（費用）
千円

104,870,262

電気事業（8.8％）
工業用水道事業（2.2％）

工業用地造成事業（2.2％）
新潟東港臨海用地
造成事業（0.1％）

病院事業
（71.1％）

基幹病院事業（4.1％）

収入（収益）
千円

105,388,270

流域下水道事業（11.0％）流域下水道事業（11.5％）

電気事業（20.0％）

工業用水道事業（3.2％）
工業用地造成事業（2.7％）

病院事業
（43.7％）

基幹病院事業（2.9％）

支　　　出
千円

28,010,966

電気事業（2.8％）
工業用水道事業（3.0％）

病院事業
（58.4％）

基幹病院事業（4.6％）

収　　　入
千円

17,803,454

流域下水道事業（27.5％）
流域下水道事業（31.2％）
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　˓Ԑ田発電所（村上市）

　　 　三面発電所の建設後、その上流にԐ田発電所を設置し、昭和30年12月から発電を

開始しました。

　˓内第二発電所（内市）

　　 　内川の開発については、二段階開発方式により、まず昭和32年に内川下流部

に第二発電所の建設に着手し、昭和34年10月から発電を開始しました。

　˓内第一発電所（内市）

　　 　内第二発電所の建設に引き続き、内川の上流部に内第一発電所を設置し、

昭和37年10月から発電を開始しました。

　˓ּງ発電所（三条市）

　　 　昭和36年に着手したޒ十ཛྷ川総合開発事業の一環として、ּງ発電所を設置し、

昭和39年10月から発電を開始しました。

　˓高田発電所（上越市）

　　 　名立川、܂取川水ܥの開発については、発電による河水の有効利用を図るととも

に、上水道の水不足を緩和するため、上越市と発電及び上水道事業に関する総合計

画を策定し、これに基づき、昭和40年８月、名立、܂取川水ܥの河水を上越市関川

水ّܥ明川支流山川に流域変更する高田発電所の建設に着手し、昭和43年11月か

ら発電を開始しました。

　˓田川内発電所（ޒઘ市）

　　 　昭和48年に着手した早出川総合開発事業の一環として、田川内発電所を設置し、

昭和53年12月から発電を開始しました。また、平成29年６月から大規模な改良工事

が行われ、令和２年１月にॡ工し発電を再開しました。

　˓内第三発電所（内市）

　　 　内川の内第二発電所下流部に、既設砂防ダムを利用した内第三発電所を設

置し、昭和58年11月から発電を開始しました。

　˓新高田発電所（上越市）

　　 　新高田発電所は、高田発電所に併設し、河水の有効利用を図るため、昭和57年度

に建設に着手し、昭和59年10月から発電を開始しました。

୩田発電所（長岡市）מ˓　
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୩田川ダムに電力供給の安定を図るמ୩田発電所は、昭和55年度に建設されたמ　 　　

ため、発電参加したものであり、昭和63年度に着工し、平成２年10月から発電を開

始しました。

　˓Ԟ三面発電所（村上市）

　　 　昭和55年に着手した三面川河川総合開発事業の一環として、Ԟ三面発電所を設置

し、平成13年４月から発電を開始しました。

　˓広神発電所（ڕপ市）

　　 　和田川総合開発事業の一環として、広神発電所を設置し、平成23年３月から発電

を開始しました。

　˓太ཅ光発電所

　　 　新潟൛グリーンニϡーσΟール政策の取組の一環として、新潟東部太ཅ光発電所

をѨլ野市に設置し、平成23年10月31日から１号ྻܥ、平成24年７月１日から２号

。の発電を開始しましたྻܥ平成27年７月１日から３号、ྻܥ

　　 　また、北新潟太ཅ光発電所を新潟市に設置し、平成26年11月28日から発電を開始

しました。

　˓内第࢛発電所（内市）

　　 　内川総合開発事業の一環として、内第࢛発電所を設置し、平成31年４月から

発電を開始しました。

　これらの施設の概要は次表のとおりです。 （令和２年４月１日現在）
 項目

発電所名
水　　車 発　電　機 使用水量 発　　電　　力

最大 常時 最大 常時 予定電力量
ὗ /T ὗ /T L8 L8 .8I

三 面 立࣠フランγス 2台 立࣠回転ք࣓形三相同期 2台 54.0 18.78 30,000 9,000 150,530
Ԑ 田 立࣠フランγス 2台 立࣠回転ք࣓形三相同期 2台 34.0 4.60 21,800 1,800 55,382
Ԟ 三 面 立࣠フランγス 1台 立࣠回転ք࣓形三相同期 1台 40.0 14.38 34,500 8,400 132,625
 内 第 一 立࣠フランγス 1台 立࣠回転ք࣓形三相同期 1台 8.0 2.16 11,000 2,200 62,409
 内 第 二 立࣠Χプラン 1台 立࣠形三相誘導 1台 14.9 3.31 3,600 570 19,301
 内 第 三 ԣ̨࣠型νϡーブラ 1台 ԣ࣠形三相誘導 1台 17.4 4.25 2,000 350 10,733
 内 第 ࢛ ԣ࣠フランγス	ֻ྆
2台 ԣ࣠回転ք࣓形三相同期 1台 7.0 1.20 2,600 260 11,509
田 川 内 立࣠Χプラン 1台 立࣠回転ք࣓形三相同期 1台 12.0 1.51 7,100 470 29,516
ּ ງ 立࣠Χプラン 1台 立࣠回転ք࣓形三相同期 1台 13.8 4.10 7,200 990 28,798
מ ୩ 田 ԣ࣠フランγス 1台 ԣ࣠回転ք࣓形三相同期 1台 3.0 0.46 1,100 81 5,524
広 神 ԣ࣠フランγス 1台 ԣ࣠回転ք࣓形三相同期 1台 5.0 1.11 1,600 0 7,518
高 田 立࣠フランγス 1台 立࣠回転ք࣓形三相同期 1台 7.0 0.96 11,500 700 42,446
新 高 田 ԣ࣠フランγス 1台 ԣ࣠形三相誘導 1台 1.6 0.76 2,500 1,100 4,092
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⑵　令和２年度当初予算の状況

　ア　業務の予定量

　　令和２年度における業務の予定量は、次表のとおりです。

　イ　主要事業

　　令和２年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　❞　修સ工事 事業費：686,357千円

　　　　・ּງ発電所　水車発電機分ղ点検整備工事　等

　　❟　建設改良工事 事業費：690,759千円

　　　　・ּງ発電所　取水口スクリーン更新工事　等

区　　　分
令和２年度当初 令和元年度当初 比　　　　較

電力供給量(A) 構成比 電力供給量(B) 構成比 増減量(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

水力発電所 .8I ％ .8I ％ .8I ％
三 面 発 電 所 150,530 26.9 148,048 27.4 2,482 1.7
Ԑ 田 発 電 所 55,382 9.9 55,852 10.3 △ 470 △ 0.8
Ԟ 三 面 発 電 所 132,625 23.7 132,272 24.5 353 0.3
 内 第 一 発 電 所 62,409 11.1 62,346 11.6 63 0.1
 内 第 二 発 電 所 19,301 3.4 19,273 3.6 28 0.1
 内 第 三 発 電 所 10,733 1.9 10,763 2.0 △ 30 △ 0.3
 内 第 ࢛ 発 電 所 11,509 2.1 11,781 2.2 △ 272 △ 2.3
田 川 内 発 電 所 29,516 5.3 10,827 2.0 18,689 172.6
ּ ງ 発 電 所 28,798 5.1 27,058 5.0 1,740 6.4
מ ୩ 田 発 電 所 5,524 1.0 5,576 1.0 △ 52 △ 0.9
広 神 発 電 所 7,518 1.3 7,677 1.4 △ 159 △ 2.1
高 田 発 電 所 42,446 7.6 44,052 8.2 △ 1,606 △ 3.6
新 高 田 発 電 所 4,092 0.7 4,132 0.8 △ 40 △ 1.0

計 560,383 100.0 539,657 100.0 20,726 3.8
太ཅ光発電所 .8I % .8I % .8I %

新潟東部太ཅ光発電所 22,400 80.6 22,400 80.6 0 0.0
北新潟太ཅ光発電所 5,404 19.4 5,404 19.4 0 0.0

計 27,804 100.0 27,804 100.0 0 0.0

 項　目
発電所名 パ　ω　ル 最大出力

（L8）
想定電力量
（L8I）

新潟東部太ཅ光発電所
多結থγリコン太ཅ電（１号ྻܥ）
単結থγリコン太ཅ電（２号ྻܥ）
単結থγリコン太ཅ電（３号ྻܥ）

17,009 22,399,619

北新潟太ཅ光発電所 単結থγリコン太ཅ電 3,980 5,404,423
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　ウ　収支状況表

⑶　令和元年度予算（Լظ）の状況

　ア　予算の補正及び執行状況は、次表のとおりです。

　イ　水力発電所における電力供給状況は、次表のとおりです。

（単位：千円・％）

区　　分 令和２年度当初
A

令和元年度当初
B 差引C 増減率

CʗB×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

総 収 益 9,241,258 8,639,324 601,934 7.0

総 費 用 6,314,318 6,419,350 △ 105,032 △ 1.6

差 引 純 利 益 2,926,940 2,219,974 706,966 31.8

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 489,607 552,870 △ 63,263 △ 11.4

資 本 的 支 出 5,601,016 5,851,894 △ 250,878 △ 4.3

差 引 △ 5,111,409 △ 5,299,024 187,615

内部ཹ保資金補てん額 5,111,409 5,299,024

（単位：千円）

区　　分
予　　算　　額 執　　行　　額 残　額

A－B９月補正後 12月補正 ２月補正 合計A 上半期 下半期 合計B

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

総 収 益 8,639,324 0 △ 257,938 8,381,386 4,199,485 5,296,622 9,496,107 △ 1,114,721

総 費 用 6,419,350 △ 897 △ 572,708 5,845,745 1,763,903 3,682,965 5,446,868 398,877

収 支 差 2,219,974 897 314,770 2,535,641 2,435,582 1,613,657 4,049,239 △ 1,513,598

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資本的収入 552,870 0 △ 691 552,179 290 2,184,216 2,184,506 △ 1,632,327

資本的支出 5,851,894 0 △ 17,649 5,834,245 3,533,338 3,585,918 7,119,256 △ 1,285,011

収 支 差 △ 5,299,024 16,958 △ 5,282,066 △ 3,533,048 △ 1,401,702 △ 4,934,750 △ 347,316
※執行額には繰越分を含む

区分
令和元年度 平成30年度

予定電力量
（L8I）

供給電力量
（L8I）

達成率
（％）

電力料金収入
（円）

予定電力量
（L8I）

供給電力量
（L8I）

達成率
（％）

電力料金収入
（円）

上半期
計 304,102,000 283,095,060 93.1 3,391,724,699 302,439,000 293,989,321 97.2 3,487,066,313

10月 22,709,000 27,398,173 120.6 335,293,508 19,557,000 21,875,342 111.9 263,063,001
11月 39,809,000 34,786,026 87.4 421,173,159 36,018,000 26,688,923 74.1 318,108,269
12月 49,958,000 59,677,826 119.5 719,484,420 45,120,000 52,654,977 116.7 624,440,885
1月 35,275,000 58,166,475 164.9 735,241,925 32,593,000 34,903,405 107.1 417,302,738
2月 32,633,000 56,193,823 172.2 724,523,829 30,450,000 40,004,668 131.4 476,995,514
3月 55,171,000 69,683,686 126.3 893,310,108 50,855,000 60,103,396 118.2 716,027,890

下半期
計 235,555,000 305,906,009 129.9 3,829,026,949 214,593,000 236,230,711 110.1 2,815,938,297

合計 539,657,000 589,001,069 109.1 7,220,751,648 517,032,000 530,220,032 102.6 6,303,004,610
（注 ）上表（令和元年度）は丸ߚ新電力᷂供給分（三面水ܥ）、東京᷂ࢩנ供給分（内第一発電所他６発

電所）、東北電力᷂供給分（広神発電所他２発電所）の合計値であり、（平成30年度）は日本テクノ᷂
供給分（三面水ܥ）、᷂ '�PPXFS供給分（内第一発電所他７発電所）、東北電力᷂供給分の合計値です。
 電力料金収入は消費税分を除く
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　ウ　太ཅ光発電所における電力供給状況は、次表のとおりです。

業用ਫಓ事業会計　３

業用ਫಓ事業のあらまし　⑴

　県営工業用水道事業は、山ノ下工業用水道に始まり、その後、上越工業用水道、新潟

臨海工業用水道及びಢඌ工業用水道を建設しましたが、平成２年、山ノ下工業用水道を

新潟臨海工業用水道に接続し一元化したため、現在、これら３工業用水道で給水を行っ

ています。

　˓上越工業用水道（上越市）

　　 　上越工業地ଳは、工業用水の水源を地下水に依存していましたが、その後、大工

場の新増設が相次͗、用水の需要が増大する一方で、地下水位の低下を招く結果と

なったため、県は、新たな水源として、関川の上Ҵ田地先を水源とする上越工業用

水道を建設し、昭和37年５月から給水を開始しました。

　˓新潟臨海工業用水道（新潟市、北ו原܊町）

　　 　新潟東港工業地ଳの建設に伴い、Ѩլ野川等を水源とする新潟臨海工業用水道を

建設し、昭和50年10月から一部給水を開始したところですが、山ノ下地区に工業用

水を供給してきた山ノ下工業用水道が施設の老朽化に加えて海水上によるԘ害等

の問題を抱えていたため、新潟臨海工業用水道との接続事業を実施し、平成２年８

月から一元的な給水を開始しました。

　˓ಢඌ工業用水道（長岡市）

　　 　旧ಢඌ市の主要産業であるણ維産業に工業用水を供給するため、昭和48年から建

設に着手し、昭和55年４月から給水を開始しました。

区分
令和元年度 平成30年度

想定電力量
（L8I）

供給電力量
（L8I）

達成率
（％）

電力料金収入
（円）

想定電力量
（L8I）

供給電力量
（L8I）

達成率
（％）

電力料金収入
（円）

上半期
計 18,238,708 20,811,844 114.1 809,281,098 18,238,708 19,248,686 105.5 748,545,724

10月 2,357,389 2,283,598 96.9 88,787,696 2,357,389 2,197,882 93.2 85,087,479
11月 1,593,047 1,953,174 122.6 76,014,109 1,593,047 1,893,274 118.8 73,802,108
12月 1,010,624 1,484,718 146.9 57,766,509 1,010,624 1,094,192 108.3 42,573,247
1月 985,912 1,416,730 143.7 55,170,263 985,912 1,175,286 119.2 45,662,508
2月 1,233,167 1,698,834 137.8 66,004,675 1,233,167 1,500,180 121.7 58,267,841
3月 2,385,195 2,719,762 114.0 105,634,852 2,385,195 2,794,594 117.2 108,615,473

下半期
計 9,565,334 11,556,816 120.8 449,378,104 9,565,334 10,655,408 111.4 414,008,656

合計 27,804,042 32,368,660 116.4 1,258,659,202 27,804,042 29,904,094 107.6 1,162,554,380
（注）電力料金収入は消費税分を除く
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　これらの施設の概要は、次表のとおりです。

⑵　令和２年度当初予算の状況

　ア　業務の予定量

　　令和２年度の営業関係における業務の予定量は、次表のとおりです。

　イ　主要事業

　　令和２年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　❞　Ԛట対応費 事業費：2,998,972千円

　　　 　新潟福島߽Ӎ以降、新潟臨海工業用水道のড়水過程で生じている発生Ԛటの処

理を促進する。

　　　　 ・新潟臨海　Ԛట処分及び天日ס૩Ԛట水処理、発生土運ൖ業務

（令和２年４月１日現在）
区分 上越工業用水道 新潟臨海工業用水道 ಢඌ工業用水道

取 水 能 力 140,000 ὗ /日 219,200 ὗ /日 13,200 ὗ /日
給 水 能 力 130,000 ὗ /日 130,000 ὗ /日 12,300 ὗ /日
給 水 区 域 上越臨海工業地ଳ 新潟市山ノ下工業地ଳ 新潟東港臨海工業地ଳ 計 長岡市
給水工場数 15か所 28か所 49か所 77か所 2か所
ܖ 約 水 量 65,696 ὗ /日 26,517 ὗ /日 70,290 ὗ /日 96,807 ὗ /日 3,000 ὗ /日
基 本 料 金 21.3円 23.0円 24.0円 19.3円

区　　　　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　較

(期間日数362日)
当初予算(A)

(期間日数366日)
当初予算(B)

増減額(C)
(A)－(B)

増減率
(C)/(B)×100

％
給 　 水 　 先 　 数（か所） 94 94 0 0.0

（上 越 工 業 用 水 道） 15 14 1 7.1
（新潟臨海工業用水道） 77 78 △ 1 △ 1.3

　　　　東部ܥ 49 49 0 0.0
　　　　部ܥ 28 29 △ 1 △ 3.4

（ಢ ඌ 工 業 用 水 道） 2 2 0 0.0
年 間 総 給 水 量（ὗ） 50,432,772 53,224,056 △ 2,791,284 △ 5.2

（上 越 工 業 用 水 道） 17,150,262 17,263,366 △ 113,104 △ 0.7
（新潟臨海工業用水道） 32,196,510 34,862,690 △ 2,666,180 △ 7.6

　　　　東部ܥ 22,526,016 24,681,648 △ 2,155,632 △ 8.7
　　　　部ܥ 9,670,494 10,181,042 △ 510,548 △ 5.0

（ಢ ඌ 工 業 用 水 道） 1,086,000 1,098,000 △ 12,000 △ 1.1
（注）新潟臨海工業用水道の東部ܥは新潟東港臨海工業地ଳ、部ܥは山ノ下工業地ଳ
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　　❟　建設改良工事 事業費：723,617千円

　　　　 ・新潟臨海　機械水機設置工事　等

　ウ　収支状況表

⑶　令和元年度予算（Լظ）の状況

　ア　予算の補正及び執行状況は、次表のとおりです。 （単位：千円）

区　　分
予　　算　　額 執　　行　　額 残　額

A－B９月補正後 12月補正 ２月補正 合計A 上半期 下半期 合計B

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

総 収 益 1,847,311 66,715 1,914,026 646,301 1,271,314 1,917,615 △ 3,589

総 費 用 3,889,751 4,920 △ 1,374,072 2,520,599 543,025 1,343,288 1,886,313 634,286

収 支 差 △ 2,042,440 △ 4,920 1,440,787 △ 606,573 103,276 △ 71,974 31,302 △ 637,875
資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資本的収入 129,679 △ 122,322 7,357 0 293,227 293,227 △ 285,870

資本的支出 342,397 △ 147,442 194,955 98,238 530,166 628,404 △ 433,449

収 支 差 △ 212,718 0 25,120 △ 187,598 △ 98,238 △ 236,939 △ 335,177 147,579
※執行額には繰越分を含む

（単位：千円・％）

区　　分 令和２年度当初
A

令和元年度当初
B 差引C 増減率

CʗB×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

総 　 収 　 益 2,344,269 1,847,311 496,958 26.9

総 　 費 　 用 4,731,151 3,889,751 841,400 21.6

差 引 純 利 益 △ 2,386,882 △ 2,042,440 △ 344,442 16.9

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 551,053 129,679 421,374 324.9

資 本 的 支 出 887,377 342,397 544,980 159.2

差 　 　 　 　 引 △ 336,324 △ 212,718 △ 123,606

内部ཹ保資金補てん額 336,324 212,718
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業用地成事業会計　４

業用地成事業会計のあらまし　⑴

　県内の上・中・下越３地区で、地元市との連携のもと、地域経済のݗ引が期待される

事業を見定め、高い付加価値と良質な雇用の創出に意欲ある企業の新規立地や投資拡大

が促進される環境を実現するため、県営産業団地の分譲を進めています。

　なお、中部産業団地の分譲はリース地を除き、平成29年度で完了しました。　

ʬ県営産業団地の概要ʭ  （令和２年４月１日現在）

団地名 ೆ部産業団地 東部産業団地 中部産業団地

所在地 上越市 Ѩլ野市 見附市

位置・交通

北自動車道上越I.C
 5LN
北新װઢ上越ົ高Ӻ
 16LN
重要港湾直ߐ港
 1.5LN

൬越自動車道安田I.C
 4.2LN
上越新װઢ新潟Ӻ
 29LN
新潟東港 25LN
新潟空港 28LN

北自動車道中೭島
見附I.C 2LN
̧̟ 信越本ઢ見附Ӻ
 1.2LN
上越新װઢ長岡Ӻ
 11LN

開発面積（IB） 118.6 126.5 86.2

内分譲面積 91.6 100.8 68.4

内分譲済面積
（分譲件数）

64.4（51社70件）
ほかリース1.7

（1件）

20.1（21社27件）
ほかリース49.8

（4件）

66.6（55社64件）
ほかリース1.8

（3件）

分譲単価（ᶷ） 12,300円 9,200円 16,800円
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⑵　令和２年度当初予算の状況

ʬ収支状況表ʭ   （単位：千円・％）

⑶　令和元年度予算（Լظ）の状況

　予算の補正及び執行状況は、次表のとおりです。  （単位：千円）

５　৽ׁ౦港ྟւ用地成事業会計

⑴　৽ׁ౦港ྟւ用地成事業のあらまし

　昭和38年以降進めてきた新潟東港開発事業は、港湾整備事業を除いて概ね完了したこ

とから、平成18年度末で終了し、事業会計の大幅な整理縮小を行いました。

　現在は、今後整備を予定している港湾施設用地等の適切な管理と処分の促進を図って

います。

区　　分 令和２年度当初
A

令和元年度当初
B 差引C 増減率

CʗB×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

総 収 益 2,348,842 2,327,177 21,665 0.9

総 費 用 1,430,441 1,416,582 13,859 1.0

差 引 純 利 益 918,401 910,595 7,806 0.9

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 0 0 0 －

資 本 的 支 出 749,893 749,893 0 0.0

差 引 △ 749,893 △ 749,893 0

内部ཹ保資金補てん額 749,893 749,893

区　　分
予　　算　　額 執　　行　　額 残　額

A－B９月補正後 12月補正 ２月補正 合計A 上半期 下半期 合計B

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

総　 収　 益 2,327,177 △ 285,962 2,041,215 487,536 1,349,829 1,837,365 203,850

総　 費　 用 1,416,582 △ 305 △ 247,199 1,169,078 61,074 890,153 951,227 217,851

収　 支　 差 910,595 305 △ 38,763 872,137 426,462 459,676 886,138 △ 14,001
資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資本的収入 0 1,781 1,781 1,782 0 1,782 △ 1

資本的支出 749,893 749,893 175,475 570,910 746,385 3,508

収　 支　 差 △ 749,893 0 1,781 △ 748,112 △ 173,693 △ 570,910 △ 744,603 △ 3,509
※執行額には繰越分を含む
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⑵　令和２年度当初予算の状況

　ア　土地売却

　 　その他用地の売却として0.7ϔクタールを予定しています。

　イ　令和２年度の予算は次表のとおりです。

⑶　令和元年度予算（Լظ）の状況

　ア　予算の補正及び執行状況は、次表のとおりです。

  

　イ　用地の処分状況等は、次表のとおりです。

（注）１ɽ 実ଌ増減とは、令和元年度及び過年度の確定ଌ量等により判明した増減である。
　　　２ɽ 区分変更とは、過年度処分に係る公共事業用地からその他用地（新潟東港開発区

域外）への区分変更である。
　　　３ɽ ޒࣺ࢛入をしているため処分状況等の内訳の合計及び令和元年度末保有面積の合

計が計算値と一致しない場合がある。

（単位：千円）

区　　分
予　　算　　額 執　　行　　額

残　額
A－B９　月

補正後
12　月
補　正

２　月
補　正 合計A 上半期 下半期 合計B

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

用地造成事業収益 110,138 △ 63,758 46,380 17,134 28,197 45,331 1,049
用地造成事業費用 71,749 △ 43,100 28,649 6,007 17,218 23,225 5,424
差 引 38,389 △ 20,658 17,731 11,127 10,979 22,106 △ 4,375

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資本的収入 0 0 0 0 0 0 0
資本的支出 0 0 0 0 0 0 0
差 引 0 0 0 0 0 0 0

（単位：ϔクタール）

区　　分
公共事業用地 その他用地 計

処分
件数 面　　積 処分

件数 面　　積 処分
件数 面　　積

平成 30 年度末保有面積Ａ 47.3 15.3 62.6
ॲ

ঢ়
گ


令和元年度

処 分 面 積 ᾰ 0 0 1 0.3 1 0.3
実 ଌ 増 減 ᾱ － 0.9 － 0 0.9
区 分 変 更 ᾲ － △ 0.2 － 0.2 0
取　　　 得 ᾳ － － － － －
計Ｂ(－̰＋̱ ＋̲ ＋̳ ) － 0.6 － △ 0.1 0.6

令和元年度末保有面積Ａ＋Ｂ 47.9 15.3 63.2

（単位：千円・％）

区　　分 令和２年度当初(A) 令和元年度当初(B) 差引(C) 増減率
(C)/(B)×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

用地造成事業収益 100,537 110,138 △ 9,601 △ 8.7
用地造成事業費用 60,649 71,749 △ 11,100 △ 15.5
差　　　　　　 引 39,888 38,389  1,499  3.9

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 0 0 0 －
資 本 的 支 出 0 0 0 －
差　　　　　　 引 0 0 0 －
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６　පӃ事業会計

⑴　පӃ事業のあらまし

　病院事業は、県民の健康保持に必要な医療を提供するため、昭和24年11月１日に日本

医療団から９病院、26診療所の移管を受けて発足しました。その後、無病院地区のղ消

及び近代医療に必要な施設の整備並びに診療所の市町村への移管などにより現在では、

病院13、看護ઐ学校３の施設により、県民への医療サービスの向上及び県民福祉の増

進を目途に、「県民に期待され、信པされる病院づくり」を行うとともに、公営企業と

しての公共性と経済性との調和を図りながら病院事業を行っています。

　これら病院施設の概要は、次表のとおりです。

施設別許可病চ数  （令和２年４月１日現在）

⑵　令和２年度当初予算の状況

　ア　業務の予定量

　　令和２年度の業務の予定量は、次表のとおりです。

施設名 দ　代 ֟　࡚ 　川 ົ　高 リウマν
センター 町　ࡔ 加　ໜ

病চ数
(うちײછ病চ数) 55 55 67 56 100 148 168

施設名 十日町 中　ԝ ٢　田 がんセンター
新潟 新発田 精神医療

センター 計

病চ数
(うちײછ病চ数) 275 530

（6） 199 421 478
（4） 400 2,952

（10）

看 護 ઐ  学 校 ٢田・新発田・十日町

区　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

当初 A 当初 B 増減数C
A－B

増減率
CʗB×100

病　　চ　　数 2,574চ 2,644চ △ 70চ △ 2.6％
年 間 ױ 者 数 1,973,000人 1,976,000人 △ 3,000人 △ 0.2

（入　院） 747,000人 768,000人 △ 21,000人 △ 2.7
（外　来） 1,226,000人 1,208,000人 18,000人 1.5

一日平均ױ者数 7,092人 7,131人 △ 39人 △ 0.5
（入　院） 2,047人 2,098人 △ 51人 △ 2.4
（外　来） 5,045人 5,033人 12人 0.2

（注）病চ数は、年間稼働病চ数である。
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　イ　主要事業

　　　令和２年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　　Ὂ施設の整備等  事　業　費

　　　　十日町病院改築事業  30億4,684万円

　　　など総額38億1,583万円の整備を行います。

　　　Ὂث械備品の整備

　　　 　์ࣹઢ治療置（リニアック）、̭ઢコンピϡータ断ࡱ影置（Ｃ̩）、人

工ಁੳ療法関連機ث等の整備をするため、38億1,551万円を計上しています。

　ウ　収益的収支及び資本的収支

　　　収益的収支及び資本的収支は、次表のとおりです。

（単位：千円・％）

区　　分 令和２年度当初
A

令和元年度当初
B

差引C
A－B

増減率
CʗB×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

病 院 事 業 収 益 74,911,435 73,351,858 1,559,577 2.1
病 院 事 業 費 用 76,165,965 74,847,361 1,318,604 1.8
差 　 　 　 　 引 △ 1,254,530 △ 1,495,503 240,973 －

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 10,394,317 13,357,994 △ 2,963,677 △ 22.2
資 本 的 支 出 12,254,088 15,352,136 △ 3,098,048 △ 20.2
差 　 　 　 　 引 △ 1,859,771 △ 1,994,142 134,371 －
内部ཹ保資金補てん額 1,859,771 1,994,142
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⑶　令和元年度予算（Լظ）の状況

　ア　予算の補正及び執行状況は、次表のとおりです。

　イ　利用ױ者数（延数）の状況は、次表のとおりです。

（単位：千円）

区　　分
予　　算　　額 執　　行　　額 残　額

A－B９　月
補正後 12月補正 ２月補正 合計A 上半期 下半期 合計B

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

病院事業収益 73,286,800 883,304 74,170,104 40,185,915 33,664,955 73,850,870 319,234

病院事業費用 74,785,254 △ 21,867 1,465,796 76,229,183 31,034,071 44,139,189 75,173,260 1,055,923

差　　　 引 △ 1,498,454 21,867 △ 582,492 △ 2,059,079 9,151,844 △ 10,474,234 △ 1,322,390 －
資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資本的収入 13,456,094 △ 1,630,578 11,825,516 2,078,836 13,434,394 15,513,230 △ 3,687,714

資本的支出 15,450,822 △ 1,632,906 13,817,916 4,632,035 12,868,809 17,500,844 △ 3,682,928

差　　　 引 △ 1,994,728 0 2,328 △ 1,992,400 △ 2,553,199 565,585 △ 1,987,614 －
（注）資本的収支には、前年度からの繰越額及びཌ年度繰越額に係る財源充当額を含む。

（単位：人）

区　　分
者　　　延　　　数　　　ױ

令和元年度 平成30年度
上 半 期 下 半 期 合　　計 下 半 期 合　　計

入 院 368,203 366,156 734,359 374,581 747,618
外 来 612,013 590,124 1,202,137 609,240 1,228,601
合 計 980,216 956,280 1,936,496 983,821 1,976,219

区　　分
１　日　当　た　り　ױ　者　数

令和元年度 平成30年度
上 半 期 下 半 期 合　　計 下 半 期 合　　計

入 院 2,012 2,001 2,006 2,058 2,048
外 来 5,058 4,959 5,009 5,077 5,035
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පӃ事業会計װج　７

පӃ事業のあらましװج　⑴

　基װ病院事業は、県民の健康保持に必要な医療を提供するため、平成21年７月28日に

。病院事業として発足しましたװপ基ڕ

　平成27年６月１日には、ڕপ地域のڌ点的医療を担う病院として「新潟大学地域医療

教育センター・ڕপ基װ病院」が開院し、事業としてڕপ地域の医療体制整備を進めて

います。また、平成28年９月には事業名を基װ病院事業に改称し、県ԝ基װ病院の整備

に向けた取組を進めるとともに、独立行政法人労働者健康安全機構との基本合意に基づ

き、ԏ労災病院の移譲を受け、平成30年４月から運営を開始しています。

　なお、྆病院は、新潟県が設置し、指定管理者の指定を受けた一般財団法人新潟県地

域医療推進機構が運営を行う、公設民営方式を採用しています。

⑵　令和２年度当初予算の状況

　ア　業務の予定量

　　令和２年度の業務の予定量は、次表のとおりです。

　イ　主要事業

　　令和２年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　˓県ԝ基װ病院新築事業　　　　　　　2,545万円

械備品整備事業　　　　　　　　　6,449万円ث˓　　

区　　分
令和２年度 令和元年度 比　　　　較

当初 A 当初 B 増減数C
A－B

増減率
CʗB×100

病　　চ　　数 638চ 589চ 49চ 8.3
年 間 ױ 者 数 478,000人 469,000人 9,000人 1.9

（入　院） 180,000人 179,000人 1,000人 0.6
（外　来） 298,000人 290,000人 8,000人 2.8

一日平均ױ者数 1,726人 1,687人 39人 2.3
（入　院） 494人 490人 4人 0.8
（外　来） 1,232人 1,197人 35人 2.9

（注）病চ数は、稼働病চ数である。
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　ウ　収支状況表

⑶　令和元年度予算（Լظ）の状況

　　予算の補正及び執行状況は、次表のとおりです。

（単位：千円・％）

区　　分 令和２年度当初A 令和元年度当初B 差引C
A－B

増減率
CʗB×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

収 益 的 収 入 4,364,885 4,887,872 △ 522,987 △ 10.7
収 益 的 支 出 4,641,918 4,769,498 △ 127,580 △ 2.7
差 引 △ 277,033 118,374 △ 395,407 △ 334.0

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 811,123 1,843,034 △ 1,031,911 △ 56.0
資 本 的 支 出 811,123 1,843,034 △ 1,031,911 △ 56.0
差 引 0 0 0 �

（単位：千円）

区　　分
予　　算　　額 執　　行　　額 残　額

A－B９月補正後 ２月補正 合計A 上半期 下半期 合計B
ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

収 益 的 収 入 4,887,872 224,383 5,112,255 1,151,420 3,871,878 5,023,298 88,957
収 益 的 支 出 4,769,498 266,564 5,036,062 1,033,542 3,923,379 4,956,921 79,141
差 引 118,374 △  42,181 76,193 117,878 △ 51,501 66,377 9,816

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 1,843,034 △  41,260 1,801,774 477,779 1,129,110 1,606,889 194,885
資 本 的 支 出 1,843,034 △  41,260 1,801,774 561,830 1,044,815 1,606,645 195,129
差 引 0 0 0 △  84,051 84,295 244 △  244
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８　ྲྀ域Լਫಓ事業会計

⑴　ྲྀ域Լਫಓ事業のあらまし

　流域下水道事業は、昭和50年３月５日に事業ೝ可を受けて信ೱ川下流流域下水道新潟

処理区の建設を開始し、現在は４流域７処理区において流域下水道の建設及び維持管理

を行っています。各処理区の概要は、次表のとおりです。

　なお、流域下水道事業は、昭和55年度から令和元年度まで流域下水道事業特別会計に

より経理を行ってきましたが、令和２年４月１日に地方公営企業法の財務規定の適用を

受け、公営企業会計に移行しました。

⑵　令和２年度当初予算の状況

ʬ収支状況表ʭ （単位：千円・％）

流域下水道名 信ೱ川下流 野川ڕ Ѩլ野川 川
処理区名 新潟 新 長岡 日町 ງ೭内 新Ҫڷ川 川

設計処理面積
（IB） 5,325 3,567 4,991 2,218 1,300 8,304 5,093

計画処理人口
（千人） 177 94 106 38 23 160 130

計画Ԛ水量
（千ὗʗ日） 96 44 59 25 12 79 66

供用開始年度 昭和55 昭和58 昭和60 平成２ 平成４ 平成９ 平成14

区　　　分 令和２年度当初
（Ａ）

令和元年度当初
（Ｂ） 差引（Ｃ） 増減率

(Ｃ)ʗ(Ｂ)×100

ऩ
ӹ
的
ऩ
ࢧ

流域下水道事業収益 12,077,044 － － －

流域下水道事業費用 11,525,820 － － －

差 引 551,224 － － －

資
ຊ
的
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 5,557,354 － － －

資 本 的 支 出 7,707,469 － － －

差 引 △ 2,150,115 － － －
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